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巻 頭 言

「排水路雑感」
河畑　俊明

　今年は、日本全国が大雪に見舞われ、交通の混乱

や事故などが多発したり、野菜や軽油なども高騰し

消費者にも大きな影響を与えた。これからの融雪時

の災害も心配される。

　今シーズンの寒波襲来の原因は、偏西風の蛇行が

大きくなったことによるもの天気予報で解説されて

いた。それを見て、私が20年以上前の学生時代に読

んだ気象関係の本を思い出した。地球温暖化による

異常気象についての本である。その中で、地球の温

暖化とともに、偏西風の蛇行が大きくなること予知

していた。その原因として、地球温暖化は地球全体

が均等に温度上昇するのではなく、赤道付近が上昇

が著しく、寒暖の差が大きくなり偏西風の蛇行が大

きくなるというものであったという記憶がある。ま

さに今シーズンの状況と合致しており、その本の著

者に敬意を表したい。　　　　　　　　　　　　　

　また、その著書のなかでは、地球温暖化は寒い地

域が単純に暖かくなるのではなく、降雨の降りかた

が変化し、様々な異常気象現象が生じると警告して

いる。その一例として、日本で降雨の増える地域、減

る地域を表した地図があり、北海道は降雨が量的は

不明であるが増加する地域になっていたことを記憶

している。ただ、昭和56年の豪雨災害以降、幸いこ

れに匹敵する降雨はなく、10年確立雨量も大きくは

変化しておらず、本予測が的中しているかは現段階

では判断できないが、近年の降雨は全国的にも局地

的、集中的に降り、局地的な被害が発生している例

が多いような印象を持つとともに異常性を感じる。

また、北海道では、土地利用の変化、作付け作物の

変化、山林の荒廃等により、流出率が大きく変化し

ている地域もある。

　このような気象変動等により、北海道における排

水対策は引き続き要望の高い事業である。しかし、

１次２次の排水路の整備がほぼ完了した中では、地

球温暖化により、降雨量に大きな変化がない限り、

大規模な改修を要する排水路は少ない。また、前整

備後、数十年経過した排水路の多くは草木が生え、

新たな生態系を維持している排水路もある。このよ

うな排水路の再整備において、従来どおり排水本線

を掘削してしまうとせっかく出来上がった植生や生

態系をを破壊してしまうおそれがある。　　　　　

　そこで１つの提案であるが、つぎのような対応が

考えられないであろうか。例えば、排水路の管理用

道路を水兼農道とし、増水分をこの管理用道路を利

用するのはどうであろうか。また、地下水位を下げ

る必要のある場合では、排水路脇に別水路を設け地

下水排除と増水分を別水路に排除し、通常は既設排

水路を利用する。現況排水路からすれば、いわゆる、

ミチゲーションの回避という手法である。これまで

の環境への配慮は、構造物や緑化等による対応が大

半であり、自然回復に時間を要する。残念ながら現

時点の効果の考え方として、破壊を回避した施設の

効用を評価する手法が確立されていないが、また、

イニシャルコストも高くなる場合も想定されるが、

これからの排水路整備においては、回避することも

検討の１つとしたいものである。

　また、農地と排水路（河川）との間に、緩衝帯を

設け、排水路への環境負荷を軽減する環境用地の設

置する提言もある。

　いずれにしても、気象変動、営農変化や環境への

配慮等周辺環境が変化している中で、これまでどお

りの整備から脱却した整備手法の確立が急がれる。

［国土交通省　北海道開発局　農林水産部　農業調査課長］
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改革の加速化、食の安全・安心の確保、食料産業の

競争力強化、循環型社会の構築・地域環境問題への

対応などの課題に重点配分されています。

　特に、昨年策定された「経営所得安定大綱」を踏

まえ、品目横断的政策などが、平成19年度からスター

トすることに対応し、担い手づくりの支援対策が強

化されるものとなっています。

　また、国の全ての特別会計が一般会計への統合や

独立行政法人化等の方向で見直しを行うこととなり、

国営土地改良事業特別会計については、平成20年度

までに一般会計に統合されることとなりました。な

お、国営事業と都道府県営事業の区分についても、平

成18年度に検討が行われることとなっています。

　平成18年度の農業農村整備事業予算についても、

「新たな食料・農業・農村基本計画」に即した施策の

重点化を図るものとなっており、具体的には「攻め

の農業への転換を支援する基盤整備」、「水利ストッ

クの有効活用と農地・水・農村環境の保全向上」、「快

適で美しい魅力ある農村づくり」、「災害に強い農業・

農村づくり」を重点事項としています。

　「攻めの農業への転換を支援する基盤整備」として

１ はじめに

　平成18年度予算の政府案は、「構造改革の成果を

反映」する予算とすることで、医療制度改革、三位

一体改革、特別会計改革、総人件費改革に取組み、あ

らゆる分野にわたる歳出の見直しによって、平成17

年12月24日に閣議決定されました。一般会計歳出概

算は79兆6,860億円（対前年比97.0％）、これにより、

国債の新規発行が30兆円規模に抑制され、主要経費

も科学技術、社会保障を除き対前年度伸率がマイナ

スとなりましたが、経済財政財政諮問会議などの検

討結果を踏まえながら、活力ある社会・経済の実現

に向け「人間力の向上・発揮」、「個性と工夫に満ち

た魅力ある都市と地方」、「公平で安心な高齢化社会・

少子化対策」、「循環型社会の構築・地球環境問題へ

の対応」といった分野への重点的な配分がなされて

います。

　公共投資関係費については7兆8,785億円と対前年

度比95.2％となりましたが、「平成18年度予算編成の

基本方針」を踏まえ、防災・減災等による安全・安

心の確保、我が国の国際競争力強化、都市・地域再

生等の課題への対応に施策を集中し、事業の成果・目

的に沿って重点化がなされています。

２ 農林水産関係予算（全国）の概要

　平成18年度予算の概算決定は、国費で2兆8,310億

円、対前年度比95.4％となっていますが、農業構造

新　し　い　動　き

平成18年度

北海道農業農村整備事業予算（概算決定）の概要について
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は、基盤整備を契機として、集落営農の法人化等へ

向けた取組を支援するなど、担い手の育成・確保や

農地の利用集積の更なる促進を図るとともに、輸出

や地域ブランドの確立に向けた競争力を有する畑産

地の育成を効果的に促進するなど、農業の構造改革

を加速化しつつ攻めの農業への転換を支援します。

　「水利ストックの有効活用と農地・水・農村環境の

保全向上」としては、水利ストックの有効活用の観

点から農業水利施設の予防的な保全対策による施設

の長寿命化を図るとともに、平成19 年度からの農

地・水・環境の保全向上を図る施策の導入に向けた

実験的な取組を実施し、基幹から末端に至る一連の

農業水利施設等の適正かつ効率的な保全管理を推進

します。

　「快適で美しい魅力ある農村づくり」としては、農

村特有の良好な景観の形成や豊かな自然環境の保

全・再生等を促進するため、NPO等の多様な主体の

取組等を支援するとともに、バイオマスの利活用の

推進等を通じた農村の自然循環機能の維持増進や農

村の振興を図るため、必要な技術的支援を行い、地

域住民のみならず都市住民にとっても快適で美しい

魅力ある農村環境づくりを推進します。

　「災害に強い農業・農村づくり」としては、近年多

発している集中豪雨や台風、地震等による災害の未

然防止と減災対策の充実を図るため、ため池改修や

防災情報システムを整備するハード整備とハザード

マップの整備や防災に対する地域の合意形成・体制

作りを実施するソフト対策を一体的に実施し、安全

で災害に強い農業・農村づくりを推進します。

　また、「地方の自主性・裁量性の拡大」に一層取組

むため「村づくり交付金」を増額するとともに、省庁

の枠を超えた取組として、平成17年度に創設した「地

域再生基盤強化交付金」についても増額してます。

　予算構成を見ると表3、表4のとおり、事項別では

災害に強い安全で安心な農村の形成を図るための農

地等保全管理で、対前年度比100％を越える予算が確

保され、直轄補助別では補助事業よりも直轄事業の

予算の伸率が高くなっています。

新しい動き
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３ 北海道の農業農村整備事業予算の概要

　北海道の直轄農業農村整備事業は、大規模・専業

的な農業経営を主体とする北海道農業の特性を活か

し、北海道農業が我が国の食料基地として食料自給

率の向上等に重要な役割を果たしていることを踏ま

え、引き続き北海道農業を支える生産基盤の整備を

推進します。具体的には、担い手への農地集積と効

率的で大規模な農業経営の確立、農産物の輸出促進

等、競争力強化に向けた生産基盤の整備、既存ストッ

クの有効活用と長寿命化の推進、北海道特有の特殊

土壌に起因する農地機能の低下を回復する事業の展

開、資源循環型農業の振興と地域環境の保全、事業

間連携による効率的・効果的な田園空間整備、地域

と一体となった田園空間の保全・創造・活用等を推

進します。

　また、重点4分野では、「個性と工夫に満ちた魅力

ある都市と地方」を推進するため、地域特性に応じ

た農地の保全、既存ストックの有効活用や個性ある

産地形成等による安全な地域づくり、地域経済の活

性化、持続的発展を支援するものとして、国営かん

がい排水事業、国営総合農地防災事業を、「環境型社

会の構築・地球問題への対応」では、地域資源の活

用・地域環境の負荷を軽減する事業として国営環境

保全型かんがい排水事業、国営農地再編整備事業を

実施します。

　概算決定額は、北海道農業農村整備事業費全体が

国費ベース1,227億円、対前年度比93.6％、北海道シェ

アは16.1％となっており、北海道農業の体質強化に

向け、効果の早期発現や効率的な予算執行に努める

とともに、地域の雇用や景気回復にも配慮した事業

実施が期待されます。直轄事業については、国費ベー

ス792億円、対前年度比95.6％で、全国の農業農村整

備事業の対前年比とほぼ同程度の予算を確保してい

ます。また、重点4分野は国費ベース574億円で約7

割を占めています。

　事業別予算では、表5のとおり、農業水利施設など

既存ストックの有効活用・更新を実施する国営造成

土地改良施設整備事業、資源循環型農業の振興と地

域環境の保全を図る国営環境保全型かんがい排水事

業、担い手への農地集積と大規模農業経営の確立を

図る国営農地再編整備事業の大幅な予算増が認めら

れました。
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　新規地区については、地区の緊急性等を考慮し新

規着工4地区、新規全計1地区、新規調査6地区を要

求していましたが、厳しい情勢の中、農業を核とし

た地域振興に取り組む地元関係者の熱意が伝わり、

要求地区全てが認められました。新規地区の概要は

表6のとおりです。４

 4 おわりに

　平成18年度予算では、食料の安定供給や多面的機

能の確保をはじめとする農業・農村の役割がより効

果的に発現できるよう、施策の重点化・効率化を図

りつつ各事業を推進することとなりました。

　北海道の農業農村整備においても、この様な国の

施策の方向に則って、一層の効率化を図っていく必

要がありますが、今後の世界的な食料事情を鑑みれ

ば、我が国の食料の安定供給を確保していくうえで、

北海道120万haの農地を適切に整備し、その有効活

用を図っていくことがますます重要となっています。

特に北海道の農村地域では、過疎化の進展によって

土地利用の空洞化が懸念されることから、我が国の

食料供給基地としての役割を担っていくための生産

基盤を計画的に整備・保全していくとともに、「食」

を通じた産業振興や就業機会など地域経済の発展に

貢献していくことが国の責務であると考えています。

今後とも北海道農業の持続的発展に向けて、厳格な

事業評価の実施やコスト縮減など、適切な事業管理

を図りながら事業を実施して参りますので、各般の

ご協力、ご支援方お願いいたします。

［北海道開発局農業水産部農業計画課事業計画推進室］
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 1.  はじめに

　家畜糞尿を嫌気発酵し、処理と同時に再生可能な

エネルギ－を産出するバイオガスプラント（以下、プ

ラントという）はデンマ－クやドイツでは個別型だ

けでなく、共同利用型も普及している。北海道でも、

バイオマスニッポン総合戦略、食品リサイクル法、新

エネルギ－法あるいは家畜排泄物法の追い風を受け

2000年以降、個別型プラントは増加しつつあるが、共

同利用型プラントは本報告の別海施設と湧別施設以

外、現時点でも建設されていない。

　デンマ－クと北海道では気象条件、乳牛の飼養形

態、エネルギ－や有機性廃棄物に対する政策などが

異なるため、外国のプラント技術をそのまま北海道

に適用できない。そこで、①積雪寒冷地での、②固

形糞尿も処理対象とする、③共同利用型の、バイオ

ガスプラントの実証試験｢積雪寒冷地における環境・

資源循環プロジェクト｣に取り組み、2000年度に別海

町と湧別町に堆肥化施設等も併設する試験施設

（1000頭規模と200頭規模）を建設した。そして、2004

年度迄の４年間の調査研究を北海道内の農業試験場

等の協力を得て実施した。ここでは別海施設（表１）

の成果概要と今後の共同利用型プラントの展望を述

べたい。

　

 2.  糞尿形状とプラントへの搬入、

　　処理、生成物の搬出

　乳牛の糞尿排出形態は、①敷料を多量に使用し、堆

肥盤に堆積される固形糞尿と尿溜めに貯留される尿

を排出するスト－ル方式と、②使用敷料が少なく、ス

ラリ－状糞尿（以下、スラリ－という）をラグ－ン

あるいはピットに貯留するフリ－スト－ル方式に大

別される。多頭化の進展に伴い、フリ－スト－ル方

式の農家が増加しているが、その割合は未だ北海道

全体で20%に満たない。原料糞尿のプラントへの搬

入と、生成する消化液の農地への搬出・散布は多大

な作業であり、プラント運営のためにはこれらの運

搬行程を効率化する必要がある。家畜糞尿を主原料

とするプラントは基本的にはスラリ－を原料とする

北海道での共同利用型
バイオガスプラントの課題と展望

石渡　輝夫
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ため、固形糞尿も処理対象とするには、固液分離な

どの前処理や運搬手段を別途用意する必要があり、

運営上の大きな負担となる。したがって、堆肥需要

の少ない地域では原料糞尿をスラリ－に限定するこ

とは最重要な事項である。2005年3月現在、別海施

設ではスラリ－排出農家が４戸、固形糞尿排出農家

が6戸である。なお、冬季の気温が‐10℃以下になる

北海道では原料糞尿の凍結防止対策も共同利用型プ

ラントの連続運転には不可欠である。

 3.  メタン発酵施設の稼働と

　　メタン発酵の意義

　メタン発酵槽へのスラリ－の投入量は徐々に増加

し、2005年3月末には40～50 m3/日に達する（図1）。

別海施設は通常、中温発酵（37℃）で稼働している。

メタン発酵立上げ直後と2005年1月中旬～同年3月

中旬の高温発酵（53℃）の試験期間を除き、メタン

ガス濃度は約60%、スラリ－当りのバイオガス発生

量は約30 m3/m3 で、メタン発酵は順調である。

　2002年3月末以来、地元の乳業工場等からの有機

性廃棄物を副資材として投入している。副資材であ

る廃乳や廃バタ－等のバイオガス発生効果は糞尿ス

ラリ－に比べ、3～4倍大きい。これらの副資材は従

来、焼却、埋立てや曝気処理されていたもので、ダ

イオキシンの発生、メタンガスの放散及び地下水汚

染の危惧があり、潰れ地あるいは化石燃料消費によ

る温室効果ガスの発生を伴うものである。一方、バ

イオガスプラントにおける処理ではこの懸念はなく、

資源循環や環境保全の面での有利性や公共性を有す

る。また、糞尿の堆肥化やスラリ－貯留では温室効

果ガスであるメタンや亜酸化窒素の揮散量がメタン

発酵よりも多い。デンマ－クでは有機性廃棄物の埋

立て処理を禁止し、焼却処理には課税し、有機性廃

棄物を環境負荷なく循環利用するように誘導する政

策が採られており、その手段としてバイオガスプラ

ントが位置付けられている。

 4.  エネルギ－収支

1）　バイオガスの消費

　バイオガスは含まれる硫化水素をのぞいた後、発

電機とガスボイラ－で消費され、前者から電力と温

熱が、後者からは温熱が得られる。逆潮流（余剰電

力を電力会社へ売電する事）が可能となった2003年

１月末から発電の制約が消去され、発電機でのバイ

オガス消費割合が約70%に増加し、ガスボイラ－で

の消費割合は約20%に低下した。発生ガス量の約10%

がフレアスタックで無効燃焼された。

2）　電力収支

　電力消費には1日内での時間変動と年内での季節

変動があり、発電量が消費電力量を下回る時は電力

会社から買電を行い、上回る時には売電をする。現

在は、発電機や電力消費機器の稼働の台数や時間等

を調整し、電力の自給率を上げるとともに、電力単

価を考慮した稼働を実施している。最近では、電力

自給率は大幅に向上し、2004年度後半以降で、機器

不調がない時には約150%に達する。

3）　温熱収支

　別海施設では発電機から回収する温熱量が消費量

を下回る時はガスボイラ－を稼働し、それでも温熱

寄　　稿
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が不足する時は重油ボイラ－で補充する。温水によ

る加温対象はメタン発酵施設内のメタン発酵槽と殺

菌槽（共同利用型プラントでは糞便性病原菌や雑草

種子のプラントを介した伝搬を防止するため、消化

液全量を55℃･7.5時間保持し、病原菌や雑草種子を

処理する槽）、堆肥化施設及び試験温室である。冬期

に温室や殺菌の加温のため消費温熱量が大きく（約

25～20 GJ/日）、このため、重油ボイラ－で温熱を

補給する。

4）　エネルギ－収支シミュレ－ション

　別海施設でのエネルギ－収支実態に基づいた運転

条件でのシミュレ－ションの結果、固形糞尿を受入

れても、温室や試験機器を設置している現状よりも

エネルギ－収支が改善され、購入電力を必要とせず、

余剰電力を発生する（表２）。この場合、厳寒期には

少量であるが加温用重油が必要である。原料として

固形糞尿を受入れず、スラリ－だけに限定し、副資

材を投入した場合に最も余剰電力が多い。　

 5.  消化液の性状と農地への施用法

　北海道では飼料自給率が高いため、都府県と異な

り、家畜糞尿を肥料として農地に還元できる地域で

ある。このため、メタン発酵後の生成物である消化

液は農地に液肥として利用する事が重要である。メ

タン発酵により、臭気や粘性が低下し取扱い性が向

上し、pHが上昇し、アンモニア態窒素が増加し、有

機物含量と揮発性脂肪酸含量は低下する。全窒素、カ

リ及びリン酸含量はメタン発酵自体では減少しない。

アンモニア態窒素濃度の増加により消化液散布後、

アンモニアの空中揮散率が高まるが、希釈後の散布

によりこれを抑制できる。

　共同利用型の別海施設では中温発酵（発酵温度約

37℃）の消化液に対し殺菌処理を実施している。発

酵処理により原料スラリ－中の大腸菌や腸球菌の数

が減少し、雑草種子の発芽率は皆無になる。その後

の殺菌処理ではさらに菌数は減少し、雑草種子の死

滅率は高まり、安全な液肥になる。草地及び畑地へ

の施用に関しての肥効率等は（表3）のように決定さ

れた。
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 6.  プラントの経済性

　プラントでは再生可能なエネルギ－の余剰電力を

産出することが注目されるが、別海施設では現在、支

払い電力料金が売電料金を上回る。電力料金はピ－

ク電力量により規定される基本料金と使用電力量料

金の和であり、電力料金の低減のためには購入電力

量だけでなく、消費電力ピ－クを削減する事が必要

である。また、売電単価が買電単価よりも安価なた

め、プラントに隣接して大きな電力消費施設を併設

する場合（例えば、Ｏ大学、Ｒ大学やＭ牧場に併設

するプラント）には、余剰電力により従来の高額の

購入電力料を削減でき、その意義は大きい。プラン

トの普及のためには、ヨ－ロッパの国々のように再

生可能エネルギ－由来電力の売電単価を買電単価よ

り高くするなどの政策的な誘導も必要である。

　糞尿の搬入出を含めたプラントの運営費は高額で、

参加農家だけでプラントを運営することは困難であ

る。重金属などの有害成分を含まない有機性廃棄物

を副資材として受入れその処理量収入を運営費に充

当することが不可欠であると考えられる。一定地域

内でプラントの設置数が多くなると、副資材をめぐ

る競合が激しくなり、その場合は副資材の処理料が

低下し、経済性に大きく影響する事になる。

 7.  おわりに

　バイオガスプラントは循環型社会形成のための重要

な手段であり、エネルギ－政策、廃棄物政策、乳牛の

飼養形態、農家の耕種管理、地球温暖化防止など、多

分野の事項に密接に関連する施設であり、それらを有

機的に結びつける事が今後の普及には重要である。　

　現在、別海施設では実用運転での課題解明を行う

共同研究を、当研究所、地元の別海町及び廃棄物処

理業会社で進めている。乳牛糞尿の他に、近傍乳業

工場からの有機性廃棄物や別海町の屎尿処理場汚泥

等を副資材として処理し、それら処理料金等のもと

で運営して、新たな課題と対策に取組んである。な

お、｢積雪寒冷地における環境・資源循環プロジェク

ト｣の本成果は北海道内の農業試験場等が構成する会

議で評価区分され、行政を介しても普及広報されて

おり、報告書は当所のHPに掲載されているので、ご

利用頂きたい。

　本内容は試験に携わる多くの者（参加農家、施設

運転員、別海町、湧別町、JA別海・JA湧別、釧路開

発建設部、網走開発建設部、北海道開発局農業水産

部、国土交通省農林水産課、北海道立農業試験場・畜

産試験場、北海道農業研究センタ－、設計・施工者

及び（独）北海道開発土木研究所の関係者）の共同

成果であることを記する。

［（独）北海道開発土木研究所　土壌保全研究室長］
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 1.  はじめに

　

　ダムが完成するまでには、膨大な資料が蓄積され

ます。この一例を示しますと、事業計画及び基本計

画等に関連した地区調査時の基礎資料、施工計画や

協議・協定等の実施計画時の資料、河川協議や施工

時等の協議に関連した資料、事業評価及び再評価に

関する効果資料、計画（基本計画・実施計画・計画

変更）資料及び委託業務関連資料（工事・測量・地

寄　　稿

ダム地質3次元データベースシステムの紹介
ノートパソコンを活用した地盤解析ツールと報文図書管理ツールへの提案

大熊　勉・仁平　勝行

質調査・土木設計・環境関連）等の資料が集積され

ます。更に、ダムの建設時には、膨大な地質調査資

料が蓄積し、ダムの進捗に伴い精度の高い地質解析

が要求され、加えて設計・施工段階においては、ダ

ムサイトの地質構造を精度良く把握することが肝要

になります。また、ダムの維持管理等においては、

関連資料（地盤情報、被災履歴、設計図面、工事関

連資料、各種報告書類等）の「保管と管理」及び「緊

急時の対応」等が更に重要な要件となります。

図－１　ダム完成予想図（現状空中写真併用，現況地形形状併用）
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　本報文は、「ダム地質３次元データベースシステ

ム」における地盤情報に関連した特化機能と、付属

機能である「設計図書及び報告書類管理システム」

について紹介させて頂き、ダム事業で発生する膨大

な資料の整理方法等について提案させて頂きます。

 2.  システムの概要

　「建設中のダム」及び「将来的に維持管理等が必

要なダム」において効果的で経済的な事業を進める

ためには、データの集約と一元管理が極めて肝要と

考え、地理情報と地盤情報が一体に扱える「地盤情

報データベースシステム」と「報文図書および設計

図書情報データベース」の導入と活用を計画しまし

た。特に、調査中のダム事業では、ダム事業の性質

寄　　稿

や進捗段階を考慮して、下記の点に着目して地質

データの整理およびシステムの構築を行います。

　（1）維持管理段階までを考慮したシステム構築及

　　  び検討

　（2）地質的な問題点を考慮した地質データ整理

　（3）情報の公開（データの交換、相互利用）を考慮

　　  したデータの電子化

　（4）報告書（協議資料／計画資料／調査資料／環

　　   境調査など）及び設計図書類の電子化

（1）維持管理段階までを考慮したシステム構築及び

　  検討

　（1）の着目点に対しては、ダム建設事業において

ダムサイトの地質情報以外にもa）原石山の地質情

図―2.2　地質平面図の表示例 図―2.3　貴重動植物の表示例

図―2.1　ボーリング位置図（　航空写真併用・CAD図面併用　）
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報、b）付替え道路等の付帯構造物、c）貴重動植物

への配慮、d）貯水池地すべりへの配慮等の多様な

情報が収集されることから、拡張性を考慮したシス

テムの構築を行い、継続利用可能なデータベースと

します。また、ダム建設地域（環境、地質構造など）

の特性を配慮したシステムとし操作性の向上を図る

ことに主眼を置いています。

寄　　稿

（2）地質的な問題点を考慮した地質データ整理

　（2）の着目点に対しては、ダム予定地点における

脆弱層の分布や地すべり地形の存在など、ダム建設

に対する種々の地質的問題点が想定されることか

ら、これらの情報を三次元表示させることにより、

問題点を視覚的に抽出しやすく、的確な調査計画等

の支援が行えるシステムに作り上げ、特にデータの

三次元処理に対しては、表示スピードとデータ精度

の両面を考慮して最適なモデル構築を行うことに主

眼を置いています。

図―2.6　三次元地質構造モデルと三次元地質構造モデルの切断図（表示例）

図―2.4　地形標高、ダム堤体、地質断面図、柱状図の複合表示例 図―2.5　地質断面図のパネルダイヤグラム
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するシステムとして位置づけられますが、情報公開

や外部への情報提供といった点も充分配慮する必要

があるため、適用範囲の拡大可能なシステムを構築

することに主眼を置いています。

寄　　稿

（3）情報の公開（データの交換、相互利用）を考慮

　　したデータの電子化

　（3）の着目点に対しては、構築したデータベース

における計画・設計・施工などのフェーズ間でデー

タの交換、相互利用を促進する等、ダム事業を支援

図―2.7　地図情報と連動した地質情報の表示機能
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（4）報告書（協議資料／計画資料／調査資料／環境

　　調査など）及び設計図書類の電子化

　（4）の着眼点に対しては、ダム事業を推進させる

際に生ずる膨大な報告書類（地区調査時／全体計画

時／計画変更時／工事期間中／測量／地質調査／設

計／環境）と設計図書類等は、電子ファイル（Word、

一太郎、CADファイルなど）及びPDF（Portable

Document Format）化することで大量の紙情報をコ

ンパクト化（DVD、HDDなどの電子媒体に変換）す

ることが可能です。また、各種電子ファイルを電子

書庫に保管をすれば、「専用検索ツール」を用いて

必要な情報の抽出・閲覧等が可能なシステムを構築

することに主眼を置いています。

２－１　地盤情報の整理システムの特徴

　地盤情報の整理システムに対しては、多種多様な

データを扱うことも予測しながらシステム設計を行

うことが重要になります。運用段階では、異種デー

タの追加や運用目的の変化なども想定されますが、

システムの構築段階ではシステムのステップアップ

と初期段階で構築するシステムの汎用性の向上を考

慮し、最も緊急性が高いデータに絞ったシステムを

構築し、運用後に逐次修正・改良を加える方法で対

応します。

　初期運用段階でのデータベースシステムとして

は、図－2.9に示した体系に沿って、ダムサイト（堤

体基礎地盤周辺）の地質・岩級区分・ルジオン区分

の整備を行い、基礎情報として必要な地図データや

柱状図データを優先的に電子化しデータベースへの

登録を行います。　　

　また、システム構築においては、電子化項目の多

様化に追随可能とし、かつ運用後の利用形態変化に

適応できるシステムとするため、次の点に重点をお

いたシステム設計に基づき、表－2.1に示したシステ

ム機能および互換性を図るための装備を行います。

　a）目的情報の検索機能強化（データ量増大時に

　　  おける、目的情報の検索速度向上）

　b）統計機能の付加（類似データの統計処理によ

　　  る代表データの表示）

　c）入力形式の統一化（追加機能付加時の更新効

　　  率向上）

　d）入出力データの統一化（複数の業務成果品の

　　  迅ｼ速なデータベース登録）

　以上の事項から、将来的な電子化データ項目の多

様化、 運用後の利用形態の変化に対する適応性を更

に向上させるために、今後、 拡張が想定されるダム
図―2.8　電子情報の専用検索ツールと電子報告書及び構

　　　　  造物台帳の表示例

（b）PDF化された報告書の表示例

（a）専用検索ツール

（c）構造物台帳の表示例

寄　　稿
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サイト以外の貯水池全域のデータベース（地すべり

等）や環境情報に関連したデータベースに対応でき

るシステムを構築します。

　同様に、支援システムは、地盤情報および地理情

報の表示・検索機能を有する基本システムとして使

用し、ダム基礎構造整理に特化した以下の追加機能

を備えたもので、主に利用者が操作しやすいシステ

ム、利用者が視覚的にデータの特徴を把握できるシ

ステムであることを心掛けています。

　1）地理情報の表示切替機能の効率化（重ね合わ

　　  せ機能）

　2）地質調査情報の地理情報と連動した表示機能

　3）地理・地質情報の三次元表示機能

　4）操作性のよいシステムの構築・データ更新の

　　  簡略化（CALS への対応）

　6）セキュリティーの強化

　

寄　　稿
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２－２　報文図書及び設計図面の整理システム

　ダム関連で発生する膨大な資料（報文類・図書類・

各種報告書類等）の整理は、下記の４項目に大別さ

れます（図－2.11参照）。

　１）ダム事業に関連した資料の収集

　２）収集した資料の分類（大分類８項目）

　３）電子化する資料の判定

　４）電子バンクの構築

　資料の収集は、ダム関連に付随する全ての資料を

収集します。

　資料の分類は、表－2.2に示す８項目の大分類に

整理します。物件の検索時では、中分類まで細分で

きるシステムにします。

　電子化する資料の判定は、電子化する資料の重要

度を考慮して下記の5項目に分類します。

　１）全て電子化する資料

　２）部分的に電子化する資料

　３）図面のみを電子化する資料

　４）協議して電子化内容を決定する資料

　５）別ファイルで保存する資料（地盤関連資料；

　　　柱状図、土質試験結果など）

　電子バンクの構築は、各種のデータ及び帳票類を

HDD（電子倉庫）に収納し、資料の分類項目（大分

類・中分類）で検索できる内容で収納します。

　１）本文：ワープロソフト（Word、一太郎など）、

　　　PDF化等

　２）図面：PDF化、CADファイル等

　３）図表：PDF 化、Excel 等

　４）試験データ、地盤柱状図：Text File、dat File等

図―2.10　ＰＤＦ化された報文類の表示例

寄　　稿
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図―2.11　　図書管理システムの流れ図
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 4.  おわりに

　建設業ではCALS／ECがスタートし、国交省や

農水省の事業では電子納品が義務付けられているた

め、電子化された報告書や地盤情報に対し、有効活

用を図る必要があるように思われます。また、電子

化への利点は、今まで述べてきたとおり多々ありま

すが、欠点も少なくはありません。特に、アプリケー

ションソフトの統一／版（バージョン）管理／デー

タの更新（維持管理）／電子化のための費用増嵩な

どが懸念されます。

　システムを活用させる為には、発注者及びシステ

ム利用者が有効利用できるように、事前に充分なる

協議を行い、システムの完成度の向上を図る必要が

あります。システムの開発には、多種多様な方法が

模索されますが、利用目的から逸脱されることの無

いように充分留意することが大切であり、将来的な

維持管理も見据えた開発が望まれます。

　なお、本報告が今後の電子化への利用において、

いくらかでも参考になれば幸いです。

［中央開発（株）札幌支店］

 3.  システムの活用

　地盤情報の活用は、複数の技術職員に地盤情報

（柱状図関連、室内試験関連、現位置試験、水理情

報、探査・検層等）を共有化することで、同時期に

複数の地盤解析が可能になります。また、地盤の堆

積構造を三次元モデルで構築すれば、地盤深部にお

ける脆弱層の介在状況や出現予想など地盤の可視化

が可能になります（図－3.1参照）。

　既存報告書・設計図書の整理システムの活用は、

図書・報文類の紛失の防止、図書管理スペースのス

リム化（保管スペースの大幅削減）及び図書・報文

類の一元管理が可能に成ると共に、下記の項目につ

いて省力化が期待できます。

　　１）報告書検索の簡素化

　　２）既存報文類の有効活用

　　３）構造物の維持管理

　　４）被災時の応急対策資料

　　５）類似報文類及び協議書類等の検索

図－3.1　地盤の可視化（地盤のボクセルモデルと任断面位置での切断面の表示例）
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 1.  はじめに

　稲作の発展の歴史は、水利開発・水利技術の発展

の歴史でもあり、ともに歩んできた。

　ここ空知の北部地域が、苦難の道程を乗り越え、今

日の豊穣の恩恵に浴することができるようになった

のも、”水利”のための土地改良事業によるところが

極めて大きい。

　「無動力ポンプ」は、この地における入植当初から

の水田への「用水確保」という農民の悲願から生ま

れた揚水施設であり、今日まで力強く稼働し続けて

いる。

　そして今、最新技術により、この施設を装いも新

たにして後世に引き継いでいく道筋が出来た。

 2.  設置から新生までの経過

　この地に日本人が足を踏み入れ稲作農業を始めたの

は、明治も半ば過ぎのことであった。明治20年代末、

屯田兵による開田試作が行われた結果20俵が収穫さ

れ、稲作の目途がついた。次の年、29名により水田造

りが始まり、以降、農民の米に対する執着や経済的な

面から、水田面積は急速に拡大していった。しかし、

用水確保が最大の課題として立ちはだかった。

　大正の中頃、農民の「この地域のかんがいし得る土

地は全部水田に変える」という強い信念と期待を受

け、北海道庁の調査が始まった。また、土功組合設立

申請、度重なる施設の建設要請などが続けられた。よ

うやく大正の終わりになって土功組合の設立が認可さ

れ、念願の用水路を主とした工事が着手された。

寄　　稿

昔の知恵を現代に甦らせる

榊　克晴

―無動力ポンプの新生―

　水源は石狩川に依存し、基本的に自然流下による

用水確保ができるよう、上流側の地点に取水口の位

置を設定し、用水路で水田まで送配水することとし

た。しかし、この地域の水田の一部は高台にあり、自

然流下による用水取水は不可能であった。

　無動力ポンプは、この高台の水田に揚水して用水

の確保を図るために設置された施設である。石狩川

から取水したかんがい用水とともに、動力用水を幹

線用水路で石狩川との落差が生じる地点まで流下さ

せる。その地点で動力用水を石狩川に落下させるこ

とによって生じるエネルギーを利用して水車を回転

させ、軸動力をポンプに伝達させて揚水するもので

ある。管理費が少なくて済み、また故障が発生し難

いなど、当時としては画期的な施設であった。

　昭和の初めに稼働して以来、自然のエネルギーだ

けに依存したこの無動力ポンプ場は、昭和30年代中

に改修を行ったものの、同タイプのポンプは今日ま

で約80年にわたって機能を発揮し続けてきた。

　しかし、ポンプ場としては遙かに耐用年数を超え、

良好な維持補修がなされているものの老朽化が進行

しており、維持管理及び機能上の問題が生じてきた。

　そして現在、再び、地元農家の熱い要望を受け、進

行中の国営土地改良事業により、新たな「無動力ポ

ンプ」として蘇ろうとしている。

 3.  「無動力ポンプ」決定の経緯

　当時のこの地域全体の水田かんがい施設計画は、

当初、次の2案が検討され、工事費、償却費、修繕費、

経常費などを比較した結果、2案の揚水機取水が有利
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と判断された。

１案）受益地より高標高となる石狩川上流地点から

　　　取水し、用水路を自然流下させて地域全体の

　　　水田に送配水する方法

２案）受益地の最上流地点において、蒸気機関を動

　　　力源として石狩川から用水路に機械揚水し、　

　　　以下１案と同様に送配水する方法

　工事に先立って、北海道庁の主任技師らによる詳

細な調査検討が行われた結果、以下のように設計変

更された。

　①工事費４割補助、近傍の機械揚水の経費の実績

　　などから判断し、農家にとって有利な自然流下

　　方式とする。

　②用水路の上流側の送水区間の掘削費用が多額と

　　なるため、取水地点を下流に下げる。

　③②の結果、自然流下では用水確保ができなく　

　　なった高台の水田への対応は、水力利用のター

　　ビン水車を動力源とする揚水機送水とする。

　このようにして、構造が簡単で特別な技術者が不

要であり、また経済的である無動力ポンプが計画の

中に組み込まれた。

　採用された水車は「双輪開放型」、ポンプは「両吸

込渦巻型」であり、揚水の原理は以下のとおりであ

る（図１を参照）。

　①石狩川上流の取水地点からかんがい用水（約3.6

　　m3/s）を”幹線用水路”に取り入れると同時に、

　　水車動力用の用水（約2.7m3/s）も併せて取水す

　　る。

　②幹線用水路と石狩川との間に一定の落差が発生

　　し且つ接近している揚水可能な下流側の地点に

　　おいて、水車動力用水を石狩川に放水すると同

　　時に、この落差10.3mのエネルギーを利用して

　　水車を回転させる。

　③水車を動力源としたポンプにより、幹線用水路

　　から約13mの高台にある”高台用水路”に約1.0

　　m3/sの農業用水を揚水する。

寄　　稿

写真２　揚水ポンプ（「神竜60年」より）

写真１　水車（「神竜60年」より）
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 5.  新「無動力ポンプ」の誕生

　昭和40年代に入り、農業基本法の趣旨に添った水

田農業の近代化、具体的には機械化などをはじめと

する営農技術やほ場整備が進展したことに伴い、排

水強化や代かき・深水かんがいによる用水の使用量

が増量されてきた。

　この地域においても、近代化用水による用水量増

加と複雑化した地域全体の水利施設の統廃合を目的

として、国営土地改良事業が新たに計画され、昭和

50年代始めに着工された。

　現在の無動力ポンプについては、新事業において

も、その目的である用水量増加と水利施設の統廃合

に必要な施設規模を確保しつつ、同ポンプのすばら

しいメリットを活かすこととし、再度、無動力ポン

プとして改修することとした。

 6.  新「無動力ポンプ」の設計

（1）基本方針

　設計にあたっては、現施設の設計思想を踏襲しつ

つ、最新技術の活用及び現施設の欠点を解消すること

を基本方針とし、落差エネルギーの有効利用、施設の

設置面積の大きさ、吸水設備等の補機の要否、キャビ

テーション性能の優位さ等を検討の対象とした。

　設計条件は、以下のように設定された。

　①動力用水は、現況と同じ3.500m3/sとする。

　②幹線用水路は、水路改修により水位が現況より

　　2.72m上昇する。

　③高台用水路は、現況施設を利用する。

　④石狩川の水位は、最近のデータを基として設定

　　する。

　水車は、反動水車である「横軸単輪複流フランシ

ス水車」、また、ポンプは、現施設と同型のものを選

定し、水車の軸動力を直接ポンプに伝達させる構造

とした。

　このような計画の下で設置されたポンプは、以降、

35年間、動力費は全くかけず、かんがい期間中は休

み無く稼働し続け、増田、かんがい区域の拡大に大

きな貢献をした。

 4.  現在の「無動力ポンプ」の概要

　当初の施設は、昭和37年に新規開田等に伴うかん

がい用水の不足の解消を主目的とした国営事業によ

り改修され、今日まで同様の機能を発揮しながら、田

面を潤いし続けている。　

　現在の施設の諸元は、水車及びポンプは当初の施

設とほぼ同型であり、水車動力用の用水量3.500m3/

s、揚水量1.167m3/sである。

　水車は、「双輪開放型フランシスタービン水車」で

ある。構造的には圧力水頭を持つ流水をランナーに

作用させる反動水車であり、動力用水の取水位（幹

線用水路吸水槽水位）から放水口水位（石狩川平均

水位）までを有効落差として利用できる利点がある。

　しかし、図１に示すように、石狩川の水位が放水口

水位となっているため、石狩川の水位変動が、直接、

有効落差の変動となって現れる構造となっている。

　式（1）に示すように、水車の出力は、有効落差及

び動力用水量に比例する。石狩川の水位変動によっ

て生じる水車の出力即ち揚水量の変動を解消して一

定に保つため、施設管理者はかんがい期間中は機場

に昼夜常駐している。そして、水車に設置されてい

るガイドベーンを操作し、石狩川の水位の上下に合

わせた動力用水量の調整を行っており、操作の煩雑

性と管理費の増大を招いている。

　また、水車は、石狩川計画高水位より3.5m低い位

置に設置されている。このため、石狩川の増水によ

り度々水没して軸受け部等にゴミが堆積するため、

ゴミ除去作業や分解整備を余儀なくされている。

寄　　稿
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（2）現施設の欠点を解消する隔壁の設置

　動力用水の放水口地点と石狩川との間に落差工構

造の隔壁を設置し、石狩川の水と放水口の水を水理

的に分離する構造とした。

　隔壁の高さは、放水口水位が石狩川の過去10カ年

におけるかんがい期間中の水位の最大値より高く、

両者が水理的に分離できるよう洪水時においても完

全落下できる高さ以上とした。

　このことにより、次のことが可能となった。

　①放水口水位が石狩川の水位の変動に関わらず一

　　定となることにより、水車の有効落差高、即ち

　　出力が一定となり、人力に頼らない安定した揚

　　水量を確保することが可能となった。

　②反動水車は、揚水ポンプと水の流れは反対とな

　　るが、同様にキャビテーションが発生する可能

　　性があり、設置場所は放水口水位から基本的に

　　5m以内の高い位置までに制限される。

　　隔壁の設置により、放水口水位が一定に安定し

　　たため、渇水時においてもキャビテーションの

　　発生を確実に防止できる位置に設置することが

　　可能となった。

　③放水口水位を高い位置に設定することが可能と

　　なったため、水車も同様に石狩川計画高水位よ

　　り高い位置に設置することが可能となり、ゴミ

　　の堆積がなくなり、ゴミ除去作業や分解整備が

　　不要となった。

（3）最適な揚水量の算定

　高台の水田の用水は、近代化用水の取り組みや増

田に伴い、現況よりかなり増量が求められていた。

　このため、前述の条件を満足させながら、限られ

た動力用水を最大限に効率良く利用して、出来る限

り多くの用水を揚水する施設とすることとした。主

たる条件を再掲すると次のようである。

①隔壁は、放水口の水位と石狩川のかんがい期にお

　ける最高水位が水理的に分離出来る高さとする。

②水車は、キャビテーションを起こさない位置に設

　置する。

③水車は、石狩川の計画高水位より高い位置に設置

　する。

④揚水量は、高台用水路の流下能力の範囲内とする。

寄　　稿
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　検討の手法は、揚水量と放水口水位を基本的な変

数として、図3の手順により、式（1）の水車の出力

と式（2）のポンプの所用動力が等しくなるまで繰り

返し計算を行う方法を用いた。

　結果は、表１とおりである。

　新施設は、現況施設に比べて、同じ水量の水車動

力用水を用いて、同じ高さまで揚水する水量を、約

30パーセントも増量することが出来た。

 7.  おわりに

　7丁目揚水機場は、平成17年2月に国土交通大臣

の改築に関する同意を得、平成17年度に工事を実施

している。新施設での運転は平成18年度を予定して

いる（写真3）。

　農業従事者の高齢化、農村の活力の低下が進む一

方で、食料の安全・安心の確保や農村の多面的機能

の発揮等、農業・農村に対する期待も高まっている。

　施設については、維持管理費の低減、長寿命化、環

境への配慮対策が大きな課題となっている。

　本施設は、無動力ポンプとして、ライフサイクル

コストの面からも、また、自然エネルギーの活用と

いう環境対策の面からも、今日の農政の取り組みを

先取りしてきた施設と言えよう。

　そして、新たに建設されようとしている施設は、現

施設の利点を活かす一方で、欠点を解消し、経済性・

操作性に優れた構造となっており、良好な管理の下

で、今日の施策としての長寿命化が大いに期待出来

るものである。

　あらためて先人の英知による本施設の原点を見直

し、農業土木技術の基本を次代に繋げていきたいも

のである。　　　

〔サンスイコンサルタント株式会社北海道支社〕

参考文献
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写真３　新施設の無動力ポンプ
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（1）膨大な施設と情報の合理的な管理

　本地区では、表１に示す施設における日常管理と

非日常管理の問題点への対応とともに、これら膨大

な施設の完成図書や現地写真など情報の管理方法を

改善し合理化する必要がある。

①日常管理の問題点

　経年変化に伴う施設の老朽化から、故障発生頻度

の急増が懸念され、施設の故障の未然防止が課題で

ある。

②非日常管理の問題点

　施設の故障発生時には、用水の安定供給の目的か

ら、施設機能の早期復旧が必要である。

 1.  はじめに

　これまで農業農村整備事業によって整備された農

業水利施設（以下、施設と称す）は、かんがい用水

の安定供給や水管理の省力化など農業生産の安定化

と農業収益性の増大に寄与してきた。

　北海道では、広域かつ大規模な施設が建設され、

施設の一次整備は完了を迎える。今後は、施設の維

持・更新が必要である。しかし、広域で大規模な施

設を将来にわたって維持管理していくためには、管

理組織体制、予算、技術など多くの課題を抱えてい

る。これらの課題に対応するため、網走開発建設部

では施設管理支援システムの開発に着手した。

　ここでは、網走管内における国営小清水地区を対

象にＧＩＳ（地理情報システム）技術を活用した施

設管理支援システムの作成事例を紹介する。

 2.  地区の概要と維持管理の問題点

　本地区（図１）は小清水町、清里町、斜里町に広

がる畑作地帯を受益とする。本地区では、馬鈴薯・

甜菜・小麦の安定生産と高収益畑作物の導入による

経営基盤の強化を目的に、畑地かんがい施設の整備

が進み、平成18年度に事業完了を迎える。

　本地区の施設を管理するには、次の問題点が存在

する。

GIS技術を活用した施設管理システム

平岡　俊造

寄　　稿

図１　小清水地区の事業区域
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③情報管理の問題点

　従来の紙媒体による情報の管理では、膨大な資料

の分類・整理・保管に多大な労力を要し、また保管

場所の確保が必要である。

（2）個人的な管理から組織的な管理へ

　事業完了後は、新たに３町の職員からなる新組織

によって施設を維持管理する必要がある。しかし、

一般的な維持管理において、施設や農家等の位置

は、公共施設や道路名等の目標物により把握し担当

者個人の経験として蓄積され、組織共通の情報と

なっていない。このため、今後の管理組織体制では、

職員共通の情報化を進め組織的な管理体制の確立が

必要である。

 3.  課題に対応した施設管理システムの

　  作成

　これら施設管理の課題に対応するにあたって、情報

化の有利点である各種情報の共有化・連結を強く意識

し、システム設計の基本方針を以下のものとした。

　1）紙媒体から電子化による管理への転換

　2）管理団体職員における各種管理情報の共有化

　3）施設の機能診断など各種計画に資する情報の連結

　上記の基本方針にもとづき作成したシステムの特

徴的な機能を以下に示す。

①施設の故障の未然防止

　的確な機能診断計画を策定するため、施設の故障

履歴や保守履歴を登録できる仕組みとした。これに

よって、別水系の同様施設を検索し、事前の点検・

診断を実施することができる。

②緊急時の迅速な対応（画面１）

　断水時の影響をほ場単位で把握し用水利用者への

緊急連絡に対応するため、配水シミュレーションの

実施、あわせて断水の影響を受ける用水利用者の連

絡先等の情報を検索できる機能を整備した。また維

寄　　稿

持管理上、遮断すべき制水弁を検索し施設の早期復

旧が可能である。

③図面の電子化による合理的な管理（画面２）

　資料管理の合理化を図るため、電子化し整理・分

類された図面をシステム上で検索・閲覧できる仕組

みとした。また、今後追加される資料についても、

管理団体職員が整理・分類を容易に行える仕組みと

した。

④組織的な管理方法の導入

1）従来の管理方法の合理化

　従来の管理方法を合理化するため、公共施設や道

路等の目標物を電子化し検索できる仕組みとした。

これによって、複数管理者における情報の共有化を

図った。

画面１　配水シミュレーション

画面２　完成図書と施設情報の連結管理
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2）新たな管理方法の導入

　施設の位置を容易に特定するため、マップコード

技術を活用し施設の位置と移動経路をカーナビゲー

ションシステム上で確認できる仕組みとした。

 4.  今後の維持管理業務とシステムの　

　　多面的活用

1）今後の維持管理業務

　今後は、施設の長寿命化・ライフサイクルコスト

の低減に向けて、システムに登録された施設の故障

履歴や個別施設において実施した機能診断等の結果

を、施設の長期的な維持管理計画に反映する必要が

ある。

　この実現すべき維持管理業務の目標に向けて、

『計画・実施・評価・改善』のＰＤＣＡサイクルを

組み込むことが効果的である。また、これによる維

持管理業務の改善を図ることは、かんがい用水の安

定供給と農業生産の安定化につながるものである。

2）システムの多面的活用

　また、本システムの作成によって、施設、農地、

地図の基本情報が構築された。これらの情報を加工

し多用途への利用、あるいは新たな情報を付加し価

値を高めるなど多面的活用が可能である。以下に活

用例を示す。

①施設の管理費負担積算方法の合理化

　施設管理負担金を適切に徴収し運用管理するた

め、本システムで構築したかんがい面積と施設の情

報を活かし、施設管理負担金の積算方法を合理化す

ることが可能である。

②水利権更新時のかんがい面積調書・図面の作成

　かんがい面積や施設等の情報を活用し、水利権更

新時のかんがい面積調書や区域図の作成が可能であ

る。

③各種事業の受益面積調書・図面の作成

　地番、面積、耕作者等の情報を活用し、各種事業

計画樹立における受益面積調書や区域図の作成が可

能である。

④「食」のトレーサビリティ・システムの基礎データ構築

　作物の栽培履歴、農薬・化学肥料の投入量などの

情報を付加していくことで、「食」のトレーサビリ

ティ・システムの基礎データ構築が可能である。

 5.  おわりに

　施設の維持管理における日常・非日常管理の問題

点への対応、資料管理の合理化など維持管理業務の

改善を図った。ここで構築した各種情報は、さまざ

まな業務の場面において活用できる。

　さらに、本システムをポータルサイト（玄関窓口）

として各種情報を検索・閲覧し、必要な情報を付加す

るなどの統合システムを目指す必要がある。これによ

る情報化システムの取り組みは、地域における貴重な

情報資源の蓄積と有効活用に資するものである。

［（株）ルーラルエンジニア］

　

寄　　稿
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廃石膏ボードとホタテを利用した
ヒ素不溶化処理の研究

植松　えり子・小口　智久・常松　哲

 1.  はじめに

　農用地におけるヒ素の問題は、古くは宮崎県土呂

久鉱山のヒ素中毒に始まり、昭和45年に「農用地の

土壌の汚染防止等に関する法律」が制定する際には

対象物質のひとつとして規制されることとなった

１）。平成15年の細密調査結果（環境省）によると、

ヒ素の指定区域の対策は全て完了し、現在基準値を

超過する農用地はないということだった。しかし、

資源の枯渇が叫ばれるなか、農業土木の分野でも今

まで産廃処理していた軟弱地盤やダム堆砂等の土壌

を作土や基盤へと再利用する試みが進められてい

る。土壌中には平均すると0.1～40㎎/㎏のヒ素が

含まれており、自然に存在するヒ素への対策は重要

な課題である。

　ヒ素含有土壌の対策は、低コストで簡便な不溶化

処理が現在広く用いられている。不溶化にはセメン

トや硫酸鉄等の薬剤が使用されるが、これらの薬品

はpHが強アルカリ、強酸性を示すため、他の重金

属が再溶出する可能性がある。そこで我々はpHが

中性の硫酸カルシウムを主成分とする「廃石膏ボー

ド」を新たな不溶化剤として考えた。さらに土壌の

pH 緩衝剤として、炭酸カルシウムを主成分とする

「ホタテ貝殻」の使用も試みた。このような廃材が

利用できると、環境負荷の少ない不溶化剤となる。

今回は現場で発生した自然由来のヒ素含有土壌で不

溶化を試みたところ、興味深い知見を得たので報告

する。

 2.  実験方法

1.試料、不溶化剤及び溶出試験方法

　試料は北海道上川地方で発生した自然由来のヒ素

含有土壌である。表1に土壌試料の性状を示す。土

壌試料はアルカリ性を示し、ヒ素溶出濃度は環境基

準（0.01㎎/l以下）の約5倍であった。ヒ素は3価

と5価の形態をとるが、3価のヒ素がほとんど含ま

れていなかったことから、大部分が5価として存在

していると予想される。

　表2に不溶化剤として使用した廃石膏ボードとホ

タテ貝殻の性状を示す。廃石膏ボードは建築工事等

で発生する石膏ボードの切れ端を再生利用し、紙を

分離して粉砕したものである。ホタテ貝殻は400℃

で5分間乾燥処理し、粉砕したものである。

　溶出試験は土壌30g（自然含水状態）に対して蒸

留水100mlで行い、その後の工程は環告46号に準拠

して行った（以下の実験も同様）。ヒ素（T-As）の

測定は水素化物発生装置－フレーム原子吸光法で行
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い、バッファは10％塩酸、還元剤は1％水素化ホウ

素ナトリウムを用いた。3価の測定では、バッファ

は10％フタル酸水素カリウム、還元剤は10％水素化

ホウ素ナトリウムを用いた 3）。

2.実験1　廃石膏ボードによる不溶化実験

　土壌30g に廃石膏ボード0～10.0gを段階的に添

加した溶出試験を行いpH、Asを測定した。比較と

して硫酸カルシウム（CaSO4・2H2O、和光純薬工

業（株）製特級）でも同様の実験を行った。また、

廃石膏ボードを添加した土壌をラップで包んで養生

し、7～68日後に溶出試験を行った。

3.実験2　pH変化による廃石膏ボードの不溶化実験

　土壌30g に廃石膏ボードを0、0.5、5.0g 添加し、

1mol/l HCl、0.05mol/l HCl、0.05mol/l NaOH の溶

液100mlで溶出試験を行いpH、Asを測定した。さ

らに廃石膏ボード5.0gとpH緩衝剤1.0、5.0gを混合

して添加し、1mol/l HCl溶液で溶出試験を行った。

pH緩衝剤は炭酸カルシウム（CaCO3、和光純薬工

業（株）製特級）及びホタテ貝殻を使用した。

 3.  結果と考察

1.実験1　廃石膏ボードによる不溶化実験

　図１に廃石膏ボードまたは硫酸カルシウムを添加

した際のヒ素の溶出挙動とpHの変化を示す。石膏

ボード、硫酸カルシウムともに0.25g添加すること

で、ヒ素溶出濃度は環境基準値以下まで低下し、過

剰に添加しても溶出濃度は変わらなかった。ヒ素溶

出濃度が低下したのは、5価のヒ素とカルシウムの

反応により、難溶性のヒ酸カルシウムが生成したた

めと考えられる（下式）。

　3Ca2++2AsO43－（V）→Ca3（AsO4）2↓（難溶性）…（1）

　[Ca2+]3[AsO43－（V）]2＝6.8×10－19　　　 　 …（2）

　また、pH についても廃石膏ボードまたは硫酸カ

ルシウムを0.25g添加することで7まで下がり、添

加量が増えても中性付近で安定していた。以上の結 図‐3  ph変化によるヒ素の溶出挙動

寄　　稿

果から、廃石膏ボードと硫酸カルシウムの効果に差

はみられず、廃材である廃石膏ボードも不溶化剤と

して十分効果があることがわかった。

　次に効果の安定性を確認するため、廃石膏ボード

を添加した土壌についてヒ素溶出濃度とpHの経時

変化を調べた（図2）。その結果、添加する廃石膏ボー

ドの量に関わらず68日経過してもヒ素、pHともに

ほとんど変化はなかった。このことから、廃石膏

ボードを用いた不溶化は時間が経過しても効果が安

定していることがわかった。

図‐1  廃石膏ボードまたは硫酸カルシウム添加量［ｇ］

図‐2  廃石膏ボード添加によるヒ素溶出濃度とphの経時変化［ｇ］
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1mol/lHCl溶液を使用した。図４にpH緩衝剤添加

によるpHとヒ素の溶出挙動を示す。pHはpH緩衝

剤 1g 添加ではほとんど変化はなく酸性のままで

あったが、5g添加することで上昇し、中性に近づい

た。ヒ素溶出濃度もpHとともに変化し、5g添加す

ることで当初の約1/50まで低下した。炭酸カルシ

ウムとホタテ貝殻は同様の効果を示し、ホタテ貝殻

がpH緩衝剤として有効であることがわかった。

 4.  まとめ

　本研究の結果から、廃石膏ボードがヒ素の不溶化

剤として有効であることがわかった。これはヒ素と

廃石膏ボード中のカルシウムの反応によって、難溶

性のヒ酸カルシウムが生成したためと考えられる。

この不溶化の適用範囲は中性からアルカリ性に限ら

れ、酸性では効果は低い。しかし、pH緩衝剤とし

てホタテ貝殻を添加することで、廃石膏ボードを使

用した不溶化の適用範囲を広げることができる。

　今後は、更に詳細な不溶化メカニズムの解明およ

び実証試験により、廃石膏ボードによる不溶化処理

を確立していきたいと考えている。

［（株）イーエス総合研究所］
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2.実験2　pH変化による廃石膏ボードの不溶化実験

　土壌のpHは酸性雨やセメント処理等による外的

要因によって変化することが考えられる。そこで、

土壌試料の pH を変化させた実験を行い、廃石膏

ボードの効果を確認した（図3）。土壌試料からのヒ

素溶出濃度はpH6～8で最小値を示し、酸性、アル

カリ性が強くなるほど高い値を示している。廃石膏

ボードを添加すると、中性からアルカリ性ではヒ素

の溶出を抑えることができたが、酸性ではほとんど

効果は得られなかった。3価のヒ素を測定した結果、

どのpHの時も低い値であり、溶出するヒ素のほと

んどは5価であることがわかった。5価のヒ酸は下

式のように変化する。

　H3AsO4 ⇔ H2AsO4－+H+ ⇔ HAsO4 2－+2H+ ⇔ 　

　AsO43－ +3H+　 …（3）

　式（3）から、ヒ酸は酸性になるほどH3AsO4へ、

アルカリ性になるほどAsO43－へと、pHによって形

態を変化させることがわかる。pHによって効果に

違いがあるのは、ヒ素の形態によってカルシウムと

の化合物の溶解度が異なるためと考えられる。以上

の結果から、本不溶化処理の効果はpHにより適用

範囲が限られ、酸性条件では効果が低いということ

がわかった。

　次に、酸性条件でも本不溶化処理を適用できるよ

うに、廃石膏ボードにpH緩衝剤を添加した実験を

行った。pH 緩衝剤は炭酸カルシウム、ホタテ貝殻

を用い、溶出液にはヒ素溶出濃度が最高値を示した

図‐4  ph緩衝剤添加によるphとヒ素の溶出挙動
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“ファームイン”で学ぶ

「つっちゃんと優子の牧場のへや」にて

中村　茂樹

寄　　稿

　ある日、仲間 3 人と新得町にあるファームイン

「つっちゃんと優子の牧場のへや」へ泊まりました。

　「つっちゃん」とはご主人の湯浅　健（つよし）さ

んのことで、優子さんは奥さんの名前です。二人は

酪農を営みながら9年前から小さなファームインを

開いています。

　到着したのが夕暮れどきになってしまい、牛舎仕

事に迷惑をかけるかなと恐縮しながら玄関に入る

と、優子さんが優しい笑顔で迎えてくれました。

　「食事の前に温泉で汗を流して下さい。」と言わ

れ、車で10分ほどの屈足温泉へ案内してくれまし

た。この温泉は屈足ダムのほとりにあり、登山学校

として登山技術の研修施設なども併用されていま

す。とりあえず露天風呂にとび込み、四肢を伸ばし

ながら川のせせらぎを聞いていると、なぜか幸せ感

が込み上げてきます。「たまーには、こういう所へ

来て命の洗濯をするのもいいな!」仲間の言葉に無言

で同意をします。１時間ほど温泉で過ごしている

と、また優子さんが迎えに来てくれ、その車に乗せ

てもらって帰るのです。ファームインに到着すると

既に食事の用意が整っていて、仕事を終えた健さん

も交えて家族と一緒の食事となります。

　健さんの家には御夫婦のほかに若い女性が食事な

どのお手伝いに来ていました。彼女は新得町レデイ

－スフアームスクールの卒業生で大阪出身の人で

す。このスクールは新得町が北海道の農業にあこが

れ、農業研修を希望する独身女性のために平成8年

に開校しました。毎年10名ほどの女性が採用され、

スクールの宿泊施設に泊まりながらそれぞれの農家

へ分散して通い、１年間の農業実習を積むのです。

東京や名古屋など都会からの応募者が多く、「都会

の雑踏から逃れ大自然のなかでのびのびと体を動か

すことが快適です」と明るく話す研修生が多いそう

です。研修生を受け入れる農家も若い女性が来てく

れるため、屋敷周りをきれいにしたり、ご主人の身

だしなみも変わるなど周辺環境の整備にも効果があ

るようです。

　１年間の研修期間を終える頃、すっかり十勝のと

りこになり、卒業しても半数以上の人が何らかの形

で地元に残っているというから素晴らしいと思いま

した。

　夕食は湯浅さんの畑で穫れた野菜中心の家庭料理

と旬の食べ物（朝食は焼きたてのパン、手づくり

ソーセージ、しぼりたての牛乳）など、地元の食材

を使ったものが多く出されました。飲み物は我々が

持ち込んだ缶ビールです。

　奥さんは全然飲みませんが、健さんとお手伝いの

女性がお付き合いをしてくれました。

　奥さんの優子さんは長崎生まれの東京育ち、30年

前北海道にあこがれ農業実習生としてやってきまし

た。そして農業を学ぶうちに縁あって酪農を経営し

ていた健さんと知り合い結婚されたそうです。

　その後、酪農情勢も昭和50年代後半頃より規模拡

大志向が強まり、周りの農家もその流れに沿いつつ

あったようです。しかし、お二人はそのことに疑問

を持ち、もっと違う農業があるのではないかと模索

を続けたと言います。

　ちょうどその頃、ヨーロッパ視察の機会があり、
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ドイツの美しい農村風景に感動し、それを活かした

ファームインに出会いました。都会の人々を農村で

受け入れ、静かな環境やおいしい食べ物を提供して

長期滞在してもらい、そこから収入を得る。これも

農業の選択肢のひとつだと強く思ったそうです。

　そして9年前の平成8年に自宅の一部を改造した

小さなフｱｰムインを開設しました。

の～んびりと何日でも滞在出来るように、キッチ

ン、バス、トイレ付きの独立したスペースを確保し、

牛の乳搾りやアイスクリームづくりなどの体験メ

ニューも整えました。

また、近くには乗馬や登山、カヌーやラフテイング

などアウトドアスポーツを楽しむことも出来ます。

　ファームインを基地に大自然の中をゆったりと農

村ホリデーなどを楽しんでほしい、というのが湯浅

さんご夫婦の願いです。

　現在、湯浅さんには乳牛が60頭飼われています

が、牛舎で集中的に飼うのではなく、牧草地へ放牧

する方式をとっています。牧草地を数カ所の牧区に

区切って、そこへ牛を放し、その牧区の草を食べ尽

くすと次の牧区へ移動させる。牛は常に新鮮な牧草

を食べることができ、運動量も多くなるので健康に

なるそうです。

　牛には自由で健康的な一生を送ってもらい、子育

ての過程で余った牛乳を少し人間にも分けてもら

う。牛を愛し、牛と共存する心が伝わってきます。

こういうお話を都会の子供たちも是非聞かせてほし

い、などと思っていたら、湯浅牧場は「酪農教育

ファーム認証牧場」に認定されていました。

　湯浅さん達のお話はなおも続きます。

　「都市と農村がお互いに理解し合い、支え合うの

がファームインの原点」であると・・・

都会の人々や異業種の人々との交流の中から、自分

たちの気づかなかった地域の良さや、農業の素晴ら

しさを強く感じ取ることが出来るし、消費者ニーズ

を得ることも出来ると言います。また都会の人も農

業や農村が人間の心と身体の原点であり、その素晴

らしさや重要性に納得する人が多いそうです。

ファームインこそ都会人と田舎人がお互いに心を開

く唯一の場かも知れません。

　湯浅さんのファームインは一日に一組だけしか受

け入れない小さなファームインですが、夕食時など

の語らいの中から、お客さんとオーナーとの結びつ

きが強く、年間300人以上の宿泊数があり、その内

6割以上がリピーターだそうです。

　今夜のように、まったく別の世界に身を置く者同

　ファームイン「つっちゃんと優子の牧場のへや」
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士が、食事や憩いのひとときに肩の力を抜いて、お

互いの考えを自由に語れるのもファームインのいい

ところだと感じました。

　数年前、都会から30名ほどの人を呼んで「とかち

ファームイン体験ツアー」をやったことがありま

す。その時のアンケートで、「このツアーで何が一

番印象に残っていますか？」という問いに対し、

「ファームインのオーナーとお話が出来たこと」と

いう答えが一番多かったのを覚えています。街のホ

テルに泊まってもフロント係の人と事務的な話をす

るくらいで、心と心のふれ合いは少なく、あとは個

室に留まって味気ない時間を過ごす、というのが一

般的です。

　人は旅に出たら、そこの地域のことを知りたい

し、そこに住んでいる人の話も聞きたい。そして自

分の感じたことも聞いてもらいたいのだと思いま

す。ファームインのオーナーとの語らいの中で、そ

こに地産のおいしい食べ物と飲み物があり、意気投

合したらもうすっかりお友達です。また来たいと強

く思う気持ちがわかります。そこには街のホテルに

はない親しみと人間味が満ちあふれ、大いに満足感

を味わえるのです。

　国内には現在約5,000件のファームインが存在し、

年間約1,100万人の人が利用していて、観光宿泊全

体の3％を占めているそうです。湯浅さんは「今後、

農家の高齢化が進む中、大規模農業だけではやって

いけない時代がくる。ファームインなどグリーン

ツーリズムへの取り組みが農業の一つの選択肢にな

るのでは・・・」と期待しています。

　もう夜中の9時半をまわりました。健さんの顔も

赤さが増してきたようです。お話はつきないですが

酪農家の朝は早いので、我々も部屋に戻ることにし

ました。

　外に出ると、心地よい夜風が頬を撫で、満天の空

には星がまばゆいばかりに輝いています。やはり田

舎で見る星はきれいだ。こんな美しい夜空を見るの

は何年かぶりのことです。

　明日も良い天気になりそう・・・明日の朝は早起

きして周りを散策しようと決めました。

［ホクオー農産（有）］

フｱｰムインの窓から見える牧場風景
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十勝管内　大樹町

大樹町長  伏見　悦夫

　大樹町には、日高山脈を源とする日本一の清流

「歴舟川」が流れ、夏には、砂金堀り体験やキャンプ

などに多くの家族連れで賑わいを見せています。ま

た、晩成地区は、「十勝開拓の祖」と呼ばれる依田勉三率

いる晩成社が当縁（とうべり）牧場を開いて牧畜業を始めた地と

して知られ、先人達の「開拓魂」により発展してきた町として、現在も多くの

町民にその志が受け継がれてきています。

　このような、自然溢れる開拓精神に満ちたまちづくりに励んでおられる伏見悦夫

大樹町長に、農業とまちづくりについてお話をいただきました。

わがまちづくりと農業

こ の 人 に 聞 く
INTERVIEW

この人に聞く

　大樹町の開発の歴史

　「十勝開拓の祖」依田勉三の

　開拓魂を受け継いで

　本町の開発の歴史は、明治19年に静岡県賀茂郡松

崎町から依田勉三さんが率いる晩成社が、太平洋岸

の生花・晩成地区の原生林を切り開き、畑作と酪農

を試みたのが、開拓の第一歩となっています。当時

は、大変厳しい自然環境の中での開拓だったと思い

ますが、不屈の開拓魂で、時代を先取りした酪農経

営を展開し、今日の大樹農業の先陣をきっていただ

いたと思います。こうした開拓魂というのは、現在

も町民がきっちりと受け継いでいて、ビーチボール

を使った誰でも楽しめるミニバレーを考案したのは

大樹町民なんです。

　大樹町の農業は、当初畑作が主体だったのです

が、昭和30年代の冷害でかなりの被害が発生したた

め、この時期を境に、冷涼な気候に適した酪農へと

変わっていきました。現在は、年間の生乳生産量が

8万トンに達する、酪農が主体の町となりました。こ

こ数年は冷害的な大きな被害はなく、順調に畑作、

酪農が推移しています。現在は、農協の取扱高も120

億円を越えるなど、やっと軌道に乗ったという気が

します。

依田勉三住居跡（復元）
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　わが町の農業の現状と特色

　メガファームでゆとりある農業経営を

　大樹町農業は、酪農が全体の8割を占めています。

特に生乳生産量は、平成14年度に8万トンを突破し

ました。これは非常に大きなことです。酪農も先行

き見通しが暗いと思うこともあるのですが、個々で

の経営が法人化し、メガファームが増えてきまし

た。メガファームでは、一度に数百頭の搾乳を行い

ますから、工場のようなものです。現在、こういう

経営が町内に5戸あります。

　今まで個別経営で行っていたものが、法人化して

共同経営で行うようになると、時間的な余裕が出る

ことや経費的な面も少なくて済むようになります。

従事している方々にとっても、今までにないような

休みが週1～2回取れるといったことも可能になり

ます。奥さん方に時間のゆとりが出てきたという点

ですばらしい成果が上がっていると思います。

　最近、メガファームが多くなったものですから、

当然搾乳牛も増えてきて、当初は生乳の生産量が7

万トンで、8万トンになるのはここ4、5年では難し

い事だと思っていたのですが、既に突破したという

ことは、こうしたメガファームの存在が大きいと考

えています。

　また、ふん尿処理の問題についても、個々で取り組

んでいる方もおりますが、これには後継者とか担い手

の関係があり、全戸が取り組んでいるわけではありま

せん。このため、先行きが不安な方については、共同

経営とか法人化に取り組んで頂いて、解決していただ

くということを町としては奨励しています。

　もう一つ町の農業の特徴としては、畑作につい

て、種子馬鈴薯の生産が日本一であるということで

す。大樹町で生産した種子馬鈴薯は、北海道から九

州まで全国各地に送られています。これには大変農

家の方もご苦労なさっているのですが、品質の良い

物を出さなくてはならないということで、ジャガイ

モシストセンチュウ等の病害虫の感染に対する予防

では、部外者が畑に入り込まないように、各農家が

　また、昭和17年9月に十勝拓殖実習場が大樹町内

に開設され、多くの入植者が鬱蒼とした森林を馬一

つ、人の手で開拓し、大変なご苦労な中で、実習に

取り組まれました。現在は、実習生の2代目、3代

目の方が後継者として、大樹町の農業を守って頂い

ていますが、実習場の精神がそのまま引き継がれて

いるのではないかと思います。

　現在、実習場は、当時の面影が残っていますが、

北海道農業開発公社が、乳牛、肉牛の繁殖改良事業

として受精卵移植などに取り組んでいます。これは

大樹町にとっても十勝、北海道にとっても重要なこ

とではないかと思います。

　農業、漁業、林業の循環を大事に

　大樹町は、農業の他に漁業と林業も重要な産業と

なっており、基幹産業としていろいろな振興策を

行っています。まず、漁業については、町内に2カ

所の漁港がありますが、近年、漁獲高がしだいに減

少し、200カイリ問題等もあって、厳しい状況にあ

ります。林業についても、大変厳しい状況は同じで

すが、町にとって基幹産業である一次産業の発展な

くしては、町の存廃にも関わることですから、一次

産業には意を注いで町づくりを進めています。

　基幹産業である農業、漁業、林業は、地域では一

体化したものと考えています。これは、現在、山で

は森林が崩壊していますが、環境に配慮しながら、

こうした森林を守っていこうという取り組みもして

います、これによって、町内を流れる日本一の清流

歴舟川が更にきれいになります。川は、海に繋がっ

ていますから、漁業にも影響が出てくると思いま

す。ここに、酪農の一番の課題である、ふん尿処理

や雑廃水の処理の問題もありますが、環境にやさし

い営農に取り組む事により、漁業へも良い影響が出

るのではと考えています。

この人に聞く
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きちっとした対応をしています。我々行政もＰＲの

立て看板等で、こういう事に対する対応を徹底して

やろうと思っています。

　また、畑作については、結構肉牛の飼育をしてい

る方もおり、なかには優秀な成績を収めている方が

おります。畑肉混合の方や畑作専業の方は、冷害に

強い作物作りということで、ばれいしょの他にビー

ト等の根菜類も増えています。

   農業の元気印が町の活力に

　最近、町内では、自分たちで何かをやってみよう

という意気込みを持った方が増えています。グリー

ンツーリズムや産業クラスタなどですが、自主的に

立ち上げて実際に運営している方がいます。例え

ば、個人的にチーズ作りをして高い評価を得ている

農家やホエー豚の飼育をされている養豚農家の方な

どです。ホエー豚というのは、チーズを作ったとき

に出るホエー（乳清）を豚に飲ませると肉が軟らか

くて美味しくなるそうです。こういう新たな事に挑

戦する元気印の方々が、町を盛り上げてくれるので

はと期待しています。

   土地改良事業の評価と今後の農業

   環境に配慮した整備で

   シラウオ・タンチョウの住む湿原に

　まだ基盤整備が十分でない頃は、洪水の被害が多

かったのですが、今は、国営事業、道営事業で対策

を行ってきた結果、明渠排水は全部完備していま

す。号線道路についても舗装整備が充実して良い舗

装道路網が完備されています。このように、基本的

には基盤整備はきちっと整備されています。

　土地条件の悪いところについては、泥炭地で、依

田勉三さんが最初に入植した晩成、生花地区、美成

地区というところがあります。ここは泥炭地のひど

いところで、5年ほど前から、国営農地防災事業「生

花地区」に取り組んでいますが、大変すばらしい成

この人に聞く

果が出ています。来年度事業完了となりますが、こ

の事業は農家から大変喜ばれています。この地域

は、雪解け後の一番草の時期になると、ほ場が泥炭

で湿気っていますから、あちこちで冠水し、トラク

ターが入れなくなるような場所でした。そのため、

ブルドーザーでトラクターを引っ張りながら牧草の

収穫を行うというような状況が続いていたのです。

今は、事業後4年～5年になりますが、トラクター

だけで牧草の収穫を容易にできるようになったとい

うことで、受益者にとってすばらしい効果が出てい

ます。私も現地をよく見せてもらっていますが、す

ばらしい成果が出ていると感じています。この要因

としては、まず、きちっとした水処理ができたとい

うこと、次に、低みについては、しっかりと盛り土

ができたのではないかと思っています。北海道開発

局の関係者のみなさんには大変なご苦労をかけたと

思いますが、私どもはすばらしい事業を実施して頂

いたと感謝しています。

　もう一つすばらしい成果として上げられるのが、

環境にやさしい水処理をして頂いたと言うことで

す。今回の事業では、暗渠管の周囲にカラマツチッ

プを砂利の変わりに入れていただいたのですが、す

ると、これまでのサビの様な汚い排水が、チップに

よって浄化された結果、見違えるほどきれいな水に

なっています。実際に、浄化されているところを、

掘削して見てみましたが、チップが真っ黒くなって

いまして、浄化されている状況を確かめることがで

牧草地に飛来したタンチョウのつがいとヒナ（中央）
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　担い手確保に全力を

　新しい農業の動きとしましては、先ほどお話しし

たメガファームもありますが、新規就農者を受け入

れるなど、担い手の確保を重点的に行っています。ゆ

とり農業推進会議の中で、後継者対策として、担い

手の単身者に対する住宅助成事業や実習生、ヘル

パーの方々への助成を行っています。特に若い実習

生については、町で家賃の助成（月額2万円、期間3

年）を行っています。平成16年度の実績では、実習

生で延べ57人、ヘルパーで71人を支援しています。

　今は、若い方が実習やヘルパー事業に取り組むた

めに町へやって来ていますから、こうした人の中か

ら新規の就農者が出てきたらいいなと考えていま

す。新規就農に対する助成も優遇措置を設けていま

すから、一人でも多くの、実習とかヘルパーを通し

て大樹町に移り住んで、農業生産に従事していただ

ければという期待感を持っています。

　もう一つの後継者対策としては、農家へのお嫁さ

んの問題です。町内の農業者には、適齢期を向かえ

た方が五十数名おられます。この問題を何とかしな

くてはならないということで、農業委員会や農協で

は、農業後継者対策に取り組んでいます。実際来て

頂ければ、町の人口増にもつながりますし、町の活

性化にもつながります。年に2組か3組ほどですが、

最近は増えてきております。

   まちづくりについて

   宇宙への夢を追い続ける

　まちづくりとしては、農林水産業を基幹にしてい

くことになりますが、他には、大樹町での取り組み

として、宇宙産業に特色があると思います。何故、

大樹で宇宙産業に取り組むようになったのかという

と、昭和58年、9年頃に、国鉄、石炭、鉄鋼が揃っ

て不況に陥っていたため、北海道全体が落ち込んだ

時がありました。そのときに、北海道の21世紀のビ

ジョン作りと言う中で、航空宇宙産業基地の誘致と

きました。この結果、周辺の生態系にも良い影響が

出始めています。地区の周辺に生花苗沼（オイカマ

ナイトー）という沼があるのですが、そこで「シラ

ウオ」が採れるようになりました。今まであまり採

れたことのない魚ですが、昔はたくさん生息してい

たということですから、沼の浄化にも役立っている

のではないでしょうか。また、この沼周辺の湿原に

は、最近タンチョウが飛来し営巣しています。今年

も何羽かのヒナが成長しているようです。このよう

に、この事業は私どもにすばらしい効果をもたらし

て頂いたと大変感謝しています。

　中山間地域等直接支払制度を活かして

　農村環境の改善に全力

　今後の土地改良事業ということでは、昭和40年代

のパイロット事業で整備した地域では、完了後30年

以上経っていることから、明渠や暗渠の効果が薄れ

てきているため、掘削などをやり直さなければなら

ない地域も出てきています。町の財政事情は厳しい

ですが、町の基幹産業が一次産業である以上、放っ

ておくわけにはいきませんから、何とか取り組んで

行かなければならないと考えています。

　このような状況の中でわが町は、中山間地域に該

当していますので、環境に配慮した農業と言うこと

で、廃屋や遊休サイロの撤去、農業廃プラスチック

の回収など、農村環境の改善を行いながら草地造成

を行うなど、中山間地域等直接支払制度を使いなが

ら取り組んでいます。この事業では、町の一般財源

から昨年までの5カ年で1億円支出していますが、今

年も、今年度から始まる事業に同じくらいの費用を

出さなければならないと考えています。あくまでも

環境に配慮した農業政策を行うと言うことで、「あ

れ？ここは酪農家？」というようなぐらいの整備を

して、農村環境を整えて行かなくては、農家へお嫁

さんもなかなか来て頂けないだろうと考えています。

この人に聞く
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いう話がありました。大樹町は、誘致に向けて、広

大な土地、晴天率が高いこと、航空便が少なく、占

有できる空域が広いなどの、航空宇宙関連の実験や

離着陸基地に適した条件が揃っていたことから、誘

致しようということになり、当時の北東開発公庫が

誘致に名乗りを上げたのが発端です。当時は、21人

のメンバーで将来の北海道づくりということで、宇

宙産業以外にも何点かプロジェクトを作っていたの

ですが、現在も残っているのは、大樹の航空宇宙産

業だけです。最近行った実験成果としては、総務省

と文部科学省が開発を進めている「成層圏プラット

フォーム計画」の定点滞空飛行試験で、2004年8月

から11月まで8回のフライト実験を実施し、巨大無

人飛行船（全長68m）を上空4㎞に定点滞空させ、

情報通信・災害監視・地球観測の基礎実験に世界で

始めて成功しました。

　こういうことの積み重ねは、子供達にも大きな夢

になります。宇宙産業に関わっている関係で、身近

に宇宙飛行士の話が聞けることもあって、ずいぶん

関心を持ってくれています。毎年行っている、宇宙

に関するイラスト募集では、最初の頃はみんなロ

ケットの絵ばかりでした。今は、宇宙での生活、宇

宙で牛を飼育している絵、動物を飼育する絵など、だ

んだん夢のある絵が多くなってきました。こういう

点では、大樹の子供は恵まれているのかなと思って

います。いずれ大樹から宇宙へ飛び立って、また戻っ

てくるような場所になればいいと考えています。

　大樹では構想がスタートしてから20年以上にな

りますが、ずっと夢を追い続けています。

   ヨードの温泉を観光の目玉に

　もう一つのまちづくりの特色としては、晩成温泉

があります。ちょうど依田勉三さんが入植された地

域になりますが、ここの温泉は、高濃度のヨード（ヨ

ウ素）が含まれていて、大変珍しく、皮膚病や神経

痛等に効くことが、最近の調査でわかっています。

当初は、ヨードというのは何のことかわからないで

いたのですが、簡単に言えばヨードチンキのことで

す。ですから、皮膚病とか、アトピーにはすばらし

い効果があります。また、ここの温泉は、塩分が多

いため、大変良く温まります。浦河の方が来て、１

時間ちょっとかけて帰っても、まだ汗が出るという

話も聞きます。このようなことから、ここの温泉は、

いろいろと治療にも役立つのではないかと期待して

います。

   民間交流を活かしたまちづくり

　民間の交流としては、子供達に酪農への理解を深

めてもらおうということで、平成7年4月に設立し

た大樹町ジュニアホルスタインクラブがあります。

町の子供達が60～70人入っているクラブですが、酪

農体験をしたり、チーズやバター作りをしたり、ま

この人に聞く

晩成温泉

多目的航空公園（飛行船格納庫）
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この人に聞く

た乳製品を使った料理教室など、子供のうちから酪

農へ触れてみようというクラブであります。このク

ラブには、姉妹都市である、茨城県大洋村（10月11

日に鉾田市に合併）からも毎年子供達60人がやって

来て、いろいろな体験をしています。大洋村は現在、

鉾田市となりましたが、大洋村の地域としては大樹

町との交流を今後も続けて行くことになっていま

す。この交流がきっかけになって、今は小学生、中

学生の子供達が、将来、何らかの形でまちづくり等

の交流ができればいいと思っています。

　最近、交流の中で、すばらしい出来事がありまし

た。それは、一昨年の十勝沖地震の時に、役場の展

望台が傾いてしまったのですが、その映像をテレビ

で見た大洋村の子供達が、役場が潰れてしまったの

ではないか、大樹も大きな被害を受けたのではない

かと心配して、中学生達が、小学生時代に大樹でお

世話になったということで、女の子と男の子30人ぐ

らいが募金箱ぶら下げて、「きばれ☆がんばれ！大

樹町」と、地震の被害を受けた大樹町にいくらかで

もと言って、募金活動をしてくれたのです。この時

はとても嬉しかったですね。実際は、大きな被害は

なかったのですが、私もちょうどその会場に行って

いたので、お礼を申し上げてきました。

町花コスモスが咲き誇るコスモスガーデン

　「協働」の精神で行政・住民

　一体となったまちづくり

　町にとって、製造業、建設業、商店街がさびれて

くるのが、大きな問題です。なんとか中心市街地を

活性化させようと取り組んでいますが、なかなか難

しい問題です。これからのまちづくりで大事なこと

は、今までのように行政が何でもできるという時代

ではないので、住民のみなさん方にもある程度、理

解してもらい、痛みを分かち合っていただかなけれ

ばならないと感じています。「協働」と言う言葉を

使っていますが、行政と住民それぞれが一緒に働く

ということがこれから大事だと考えています。そし

て、子供から高齢者までが安心して暮らせるマチ作

りをめざしたいと思っています。

　伏見大樹町長には、お忙しいところ、まちづくり

について語っていただきありがとうございました。

大樹町の益々のご繁栄を祈念いたします。

［取材：広報部］
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ドイツ国の農村振興等
施 策 調 査 の 概 要 報 告
鎌田　貢次

海外だより

　はじめに

 　ドイツ国の大きな課題に経済力の回復があり、その

ことを争点に昨年、総選挙が行われた。その結果、最

大野党勢力のキリスト教民主同盟・社会同盟が付加価

値税の標準税率を16％から18％に引き上げる方針を打

ち出しながらも、国民が変革を求めたため勝利した。

　しかし、シュレーダー 前首相が敗北を認めず、キリ

スト教民主同盟のﾒﾙｹﾙ党首と首相の座を争ったが、10

月10日に同国初の女性、かつ、旧東独出身者というメ

ルケン宰相就任が確定した。

　まさに、その政争中にドイツ国のノルトライン･

ヴェストファーレン州(NRW州）及びバーデン･ヴュル

テンベルク州(BW州)を訪れ、農村振興や農業環境等

の施策について調査したので概要を報告する。･･が、

真剣に調査に取り組んだため、６泊とも宿泊場所が変

わるという余裕の無い日程であったことから、非常に

真面目な報告とさせて頂く。

　１.行程と調査概要

　10月9 日に NRW州都デュッセルドルフ市に到着。10

日から12日まで NRW州内調査。

その間、州環境自然保護農業消費者保護省において農

村振興策や農業環境施策の聞き取り調査などを行っ

た。　また、農耕景観プログラム(KULAP)及び「わが

村は美しく」の現地を調査した。

　13日から14日までBW州内調査。その間、LEADER

（農村経済発展の行動連携）事業、「わが村は美しく」の

現地調査及びワルツフット郡庁でのleader事業等聞き

取り調査を行った。

　15日にはBW州都シュツットガルト市からミュンヘ

ン 空港経由にて出国し、16日10時に成田着。（機中11

時間。自宅着は晩飯直前････疲れた。）

　２.ドイツといえば･･･

　NRW 州都デュッセルドルフ市に到着。開発局から

総領事館に出向している高築さんに迎えて頂いた。

（全ての日程調整とNRW 州内のご案内は高築氏にして

頂いた。）

　その後、1838年からビール醸造しているビアホール

NRW州

BW州

海外だより



技

術

協

●

40

●

第

75

号

でビールとソーセージの盛り合せを頂いた。ブラッド

ソーセージ（豚血液でつくった）もあったがグニャッと

して黒く、恐る恐る手を出したがあっさりして食べ易

かった。ドイツに来たんだ!!という実感。

　この店では頼まないのにビールを持ってきて、コー

スターにチェックしていく。憎めない親爺で、客の奢

りでビールを飲んでいた。

　３.食　事

　朝食は、種類の豊富なパンやソーセージ、ハムが美

味しく、全然飽きず、未だに後遺症が残ってベルトの

穴が一つづれたまま。野菜類は少なく、トマトで補っ

た。

　民宿での夕食は、地場で取れた赤鹿や猪の肉料理な

ど美味しかった。ただ、ボリュームがあり過ぎて必ず

残したが、ドイツ人でも食べ切れなく、非難されない

そうだ。　

　夕食時には、先ずは地ビール、次にワイン。最後に

ﾘｷｭｰﾙ(蒸留酒に果物や薬草、香草を漬けてエキスを抽

出したもの）を２杯位？飲むと、気持ち良く寝ること

が出来た。

　４.早朝の散策

　自由時間は宿に 着いて（既に暗い）から出発する 10

時位までの間し かなく、徒歩圏内 での散策に限られ

た。10月最終土曜日まではサマータイムなので、朝食

を暗いうちに摂り、明るくなる(7:30頃)少し前から行

動開始した。必然的に街中や風景写真は朝方のものが

多くなる。記念館などは10時開館のために１箇所も見

学出来なかった。残念至極であった！

　５.調査概要報告１＝農耕景観プログラム

　「農耕景観」の意味するところは、自然の景観ではな

く長年の農業的利用によって形成され、人の手を加え

ることで維持されている多様な景観、環境である。　

　このプログラム参加農家は環境要件を遵守すること

で、手間を掛ける代償が得られる。

　草地に生える希少植物の「にせクロッカス｣（写真）を

▲民宿にて若主人と歓談

▲デュセルドルフ市アイン河

▲希少植物「Herbstzeitlose」

海外だより
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保護するために、草地として維持することや、繁殖期

の鳥類を保護するための採草時期の制限などのプログ

ラムがある。

　この施策には経済的要素としての自然散策などのグ

リーンツーリズム振興としての意義もある。

　６.調査概要報告２＝LEADER事業　

　EU共通農業施策の重要な柱である農村振興策の一

つにLEADER事業がある。事業推進母体は住民主体の

ローカル･アクション･グループ(LAG)であり、開発プ

ログラムの設計段階から参加する。アイデアは行政側

に提示されるが、採否の重要な視点は革新性、モデル

性である。

　対象分野はグリーンツーリズム､地場産業振興など

の農村開発や地域間の協力などである。

　BW州の「南黒い森」地区は５郡45市町村で構成され

る人口約10万人の地域で、文化遺産やグリーンツーリ

ズムによる経済発展を図る目的である。投資プロジェ

クトは10件あり、その中の「白いモミの木ホール」はセ

ントメルゲン村にあるが、当地には馬飼育協会があ

り、馬産地として有名。天候に左右されずに馬や牛の

品評会を開催し、安定的な出荷を図る　ために建築し

た。屋内乗馬にも利用される。

　基礎や柱など主要部分はプロの石屋や大工が、壁な

どはボランティア が造っている。建材は地場産の「も

みの木」であり、建材として利用できることをPRして

いる。施設周辺には州事業のナチュラルパークプログ

ラムなどによりノルディックウォークコース､フット

パス､スポーツ施設など整備している。

　７.調査概要報告３＝「わが村は美しく」

　ドイツの運動は1961年から開始された。当初は花一

杯運動のようなものであったが、次第に評価の視点は

経済的発展、社会的・文化的生活の発展に変わってき

た。地域を如何に持続的に発展させるかという視点が

重視されている。

　2004年コンクールにおいて金賞を受賞した２村を紹

介する。

①ヘディングハウゼン村

　NRW 州ニュフュレヒ市、人口290 人、面積314haの

村。人口増加を防ぎ村らしくあることを理念として、

▲白いモミの木ホール ▲デュセルドルフ市アイン河

▲音楽ホールにて聞き取り調査

海外だより
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村人の共同体意識を高めて生活環境の質を向上させて

きた。具体的には青少年楽団員やその家族のボラン

ティアによる音楽ホール建設や村人協働による舗装道

路を砂利に戻した歩行者専用道路の造成などである。

市民バス運行なども行っている。

　写真のような伝統的な建築様式を維持していくこと

が基本だが、近年は届け出と違うレンガなどを用いて

建築する人が出てきたと嘆いていた。（×横イン･･?）

　花壇や道路法面などの植生やデボン期泥岩を用いた

石垣など、徹底して地場産のものを利用していた。

個々の努力が多くの村人の生活の質を高めている村で

あった。

②ゲルスバッハ村

　BW州ショップハイム市の人口710 人、面積2,409ha

の村。

　市長、村長、草地協会会長とビール、ワインを飲み

ながら歓談した際の聞き取り内容を紹介する。

　この村の農家状況の学術調査をした際、農家減少が

地域を衰退させることになるとの報告から危機感を抱

いた。そこで、草地協会を立ち上げ、ツーリズムや肉

の産直など農業振興を図ってきた。また、離農した農

家の倉庫などは共同の機械格納庫や飼料倉庫に改良し

たそうである。これらのことから、コンクール では経

済的な面での評価が高かった。

　金賞受賞の効果としては日帰り観光（ウォーク、サ

イクリング等）、レストラン利用が増え、チーズ工房

は増産したそうである。

　早朝に散歩したが、どこも整然としており、色調が

統一されているせいか空間が落ち着いたものであっ

た。

　人が住んでいない家があったが、屋根瓦が用意して

あり、共同で集会所に改築すると話されいた。

　村長の強いリーダーシップの下、地域ぐるみで活動

している村であった。

　８.おわりに（感想）

　紹介した「わが村は美しく」運動、農耕景観プログラ

ム 、LEADERとも農村としての豊かさを維持しながら

経済活動を活性化させようとするもので、無理なく住

民が主体となって活動している。

　農村と都市の住民の田舎に対する思いが同じで、そ

れに農政などの施策が乗り、持続的な村作りが行われ

ているのだと感じた。

　帰国後、もう一度ドイツへ行くべく、「日本におけ

るドイツ年」の記念行事である写真コンテストに応募

した。カメラはいいのだが･･。それにしてもビールは

美味かった。

［国土交通省　北海道開発局　農業水産部　農業振興課長］

　

▲ゲルスバッハ村風景

海外だより

▲ミュンヘン空港ビル内ビアホール
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 1 はじめに

　255ヘクタールの広大な敷地面積を持つ標茶高等学

校（校長 古屋接雄、生徒数 370名）の歴史は、集治監

（明治18年～34年）・軍馬補充部（明治40年～昭和20

年）であった時代を除けば、昭和21年設立の北海道庁

立標茶農業学校にまで遡ります。

　地域の基幹産業である酪農業を支える農業後継者

及びその理解者の育成という使命を、本校は創立よ

り一貫して担って参りました。更に、平成12年に地

域の熱い要請を受けながら道内三番目となる「総合学

科校」へと転科されたことで、国公立を含む大学・短

大への進学決定率100％、就職決定率は過去3年間連

続90％以上に達するなど、より生徒の興味・関心、

能力・適性に細かに応ずる充実した教育を実現する

ことになりました。

　科目選択系は、進学、食・農、環境を旗印に「文

理」「食品科学」「アグリビジネス」「酪農科学」「地域環

境」の5系列を配置し、入学直後から、系統化された

ガイダンス機能を充実させております。また、自己

の在り方・生き方を個に合わせて探究できるよう体

験・実習活動を数多く取り入れております。

　そうすることで「自己をとりまく環境に柔軟に対応

し、主体的、創造的に生きる個性的で豊かな人間の

育成」を目指しております。

 2 キャリア教育

　総合学科は高校三年間、継続的・系統的にキャリ

ア教育を推進するところに大きな特徴があります。

　本校は、教育課程にキャリア・ガイダンス機能を

有する科目「産業社会と人間」（1年次）・「自己探究」（2

年次）・「課題研究」（3年次）を設置しております。そ

れらの中で、職業や就労意義について理解させると

ともに自ら課題を見つけ、解決し、自らの在り方・

生き方について考えを深めさせることで、キャリア

教育の更なる充実を図っております。

（１） 「産業社会と人間」

　必履修科目「産業社会と人間」は本校のキャリア教

総合学科校紹介

教頭　田中　延和

北海道標茶高等学校

農学校紹介
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農学校紹介

動は、自らの地域を見つめ直す格好の機会となりま

す。

　また、長期休業期間に行う5日間のインターンシッ

プでは、働くことの喜びや困難さを実感させること

で、確かな職業観・勤労観を養い、自らの進路実現

の礎を築かせます。

（３） 「課題研究」

　2年次の「自己探究」を更に深化させ「総合的な学習

の時間」を「課題研究」として3年次に3単位、設定して

おります。

　専門学科におけるプロジェクト学習の手法を取り

入れ、生徒個々が自らの学問や進路の希望に応じて

設定した課題を1年間、調査・研究、レポート作成、

プレゼンテーションするものです。

　この研究活動を通じて、生徒は課題解決能力を更

に伸長し、将来を逞しく生き抜く力を養い、最終的

な進路実現へと向かいます。

　そのため、この科目は本校総合学科での学びの集

大成と言えます。

 3 農業教育

　酪農業後継者育成については地域からの本校に対

する期待が決して小さくありません。そのため、総

合学科へ転科して以降も、海外研修、小学生や養護

育の根幹をなす科目です。

　自己の生き方の探究をとおして、職業を選択・決

定する際に必要な能力と態度を養います。また、職

業生活を営む上で必要な態度やコミュニケーション

の能力を培い、現実の産業社会や自己の在り方・生

き方について認識させ、豊かな社会を築くために社

会に積極的に寄与する意欲や態度を育成することを

ねらいとしています。

　本校は、消防署や雪印工場等の職場見学（＝見

る）、職業講話や座談会（＝聞く）、職場体験フィール

ドワーク（＝体験する）など、五感にうったえ掛ける

活動を年間計画に配置（1年次は3単位）することで、

働くことや生きる意義を体得させております。

（２） 「自己探究」

　「総合的な学習の時間」を「自己探求」として2年次に

3単位（その内1単位はインターンシップによる増単

分）設定しております。

　1年次の「産業社会と人間」を発展させ、自己の在り

方・生き方を更に深く考えさせながら、自らの興

味・関心や進路希望に応じて自ら課題を見つけ調

査・研究を企画、実行させます。

　特に、見学旅行の事前・事後の学習では、課題発

見・解決能力を伸長するのみならず、生活・風土・

文化の相違を比較検証することにより、自らの世界

観を広げ、豊かな人間性を養います。同時にこの活
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称してアンケート用紙を添付し、より好まれる製品

開発を目指して生徒が常に授業で検討、研究できる

よう、消費者からのご意見・ご要望を回収しており

ます。

（３） 「流通」

　生産された農作物や花卉、パン・乳・肉の加工製

品は、校地内のアンテナショップ「グラスランド」で

販売いたします。生徒は自ら販売計画を企画・立案

し、販売・流通の仕組みを体験します。

　このアンテナショップは地域からも高い評価をい

ただき、月一回の定期販売会は常に大盛況です。ま

た、今年度は「産業教育フェア」の一環として、デ

パートにおける販売実習にも取り組み、ここでも盛

況を博しました。

 4 環境教育

　環境教育は21世紀の地球を考え、豊かな社会を創

造する上で必要不可欠な教育であり、本校教育の柱

の一つにもなっております。

　この地域は釧路湿原・阿寒・知床の三つの国立公

園に近接し、豊かな自然環境に囲まれております。

　本校はこの立地条件を生かしながら、1年次の「環

境科学基礎」を必修科目としております。そうするこ

とで、環境教育の基礎を生徒全員で学ぶとともに、

学校生との農業体験交流、町民への開放農場、アン

テナショップでの定期販売実習、食彩フェアや産業

教育フェアでの各種実習、花や加工品を活用した町

行事への参加・協力など、実際の農業経営に即した

様々な活動を体験させております。

　こうした教育実践を支えるのが、本校農業教育の

特徴の一つでもある、生産から加工、流通、販売ま

での系統化を確立した「フード・システム」という考

え方です。

（１） 「生産」

　広大な敷地を活かし、乳牛（45頭）、肉牛、豚、

鶏、カルガモを飼育しております。また、大根、ト

マト、トウモロコシ、ジャガイモ、カボチャなどの

野菜作物や、ビニールハウスでは多種多様な花卉を

生産しています。

　農場は一部が一般に開放されているほか、小学生

を招いてジャガイモ掘りの体験学習を行ったり、釧

路養護学校との交流学習に利用しております。

（２） 「加工」

　乳製品、肉製品、パン加工品を加工・製造してお

ります。乳製品は脂肪球を砕かずに搾りたてに近い

濃厚な味わい残したノンホモ牛乳をはじめ、チー

ズ、ヨーグルト、アイスクリームなどに、また、牛

や豚の肉は各種ソーセージやビーフジャキーなどの

製品に加工しております。

　各製品の販売時には、モニタリング・システムと

農学校紹介
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地域環境系列に設置された様々な科目を中心に、身

の回りの環境が持つ意義深さを授業で学び取ること

になります。

　また、その他の科目でも環境を意識した授業展開

を行ったり、授業時間外でも環境に関する学習や取

り組みを実践するなど、教育のあらゆる機会や場面

を活用して様々な環境教育を実践しております。

（１） 「宿泊研修」

　入学後すぐに行われる「宿泊研修」では弟子屈町（川

湯）に宿泊し、道東の大自然のフィールドを活かしな

がら環境学習を行っております。

　このフィールド学習での実体験により、生徒は

もって生まれた感性を刺激され、環境に対する意識

を更に高める起点を築きます。

（２） 「高校生自然環境サミット」

　環境教育を積極的に推進している全国の高等学校

の生徒が「自然との共生」をテーマに、開催地の豊か

な自然を体感しながら、自然と人間とのかかわりに

ついて語り合い、共に考えを深め合います。

　毎年、夏に開催され、平成１５年度は本校を当番

校に、作家　立松和平氏らを招いて全国から集まっ

た大勢の高校生と共に地球環境のあり方を考えまし

た。

（３） 「インタープリターズ・キャンプ」

　ＮＰＯ法人　当別エコロジカルコミュニティとの

連携による、環境学習の指導者となるための研修で

す。

　そのために必要な理念と知識習得の活動をとおし

て、北海道環境教育のリーダーの育成を目的として

います。

　生徒は、被体験者である小学生に対してエコロ

ジー・キャンプにおける環境学習（ネイチャー・ゲー

ム）のプログラムを企画・実践することにより、未来

の環境教育実践者として必要な知識や資質・能力を

身につけてゆきます。

農学校紹介
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　本校農業クラブ生徒のプロジェクト・グループが

行っているこの研究は、数々の発表場面で常に高く

評価され、各報道機関（道新、釧新、日農新、朝日、

道通、ＮＨＫラジオ・テレビ）に大きく取り上げられ

ました。

 5 おわりに

　グローバル化、多様化するこの社会情勢にあっ

て、進学・農業・環境を基軸としながら地元産業に

密着し、相互発展を目指す本校の果たす役割は、今

後、道内においてますます重要なものとなるでしょ

う。

　地域の期待を受け地域と共に歩む高校として、こ

れからも揺るぎない実践を継続するとともに、北海

道の総合学科教育のパイオニアとして常に新たな課

題にチャレンジし続け、本校の教育理念と信念に基

づき、新進気鋭の取組を発信し続ける学校でありた

いと願っております。

［北海道標茶高等学校　教頭］

（４） 「釧路湿原再生プロジェクト」

　現在、生活排水や家畜の糞尿が自然に及ぼす影響

が各地で深刻な問題を引き起こしております。

　本校は、文部科学省「みんなの専門高校プロジェク

ト推進事業」（平成15・16年度）や「夢と活力あふれる

高校づくり推進事業－北海道プロフェッショナル・

ハイスクール奨励校」（平成16・17年度）などの指定を

いただきながら、平成14年より河川や湖沼に流れ込

む汚水・排水を浄化する実験に着手いたしました。

　標茶町や地元企業、大学、研究機関などと連携

し、産・官・学による研究を現在も継続しておりま

す。敷地内に釧路湿原を模した実験河川と実験湿原

を設け、湿原に自生するオオカサスゲやヨシなどの

湿原植物を活用した浄化システムの理論構築やデー

タ集積、基礎実験などを行っております。

　また、今年度は北海道開発局釧路開発建設部のご

協力により、釧路川排水路の沈砂池をお借りし、そ

こを第2実験場として湿原植物によるネットフロー

ト・システムの実効性の実験を開始いたしました。

農学校紹介
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地方だより

受け継がれる『角田米』の味

　栗山土地改良区（栗山町松風3丁目、塚本昭紀理

事長）は、平成13年に創立100年を迎えた道内では

最も古い歴史と伝統を持つ土地改良区です。前身は

明治35（1902）年、北海道第1号として認可された

角田村土功組合です。初代の組合長でもあり、村長

でもあった栗山開拓の祖・泉麟太郎が明治29年に設

立した角田村水利土功組合が母体となりました。

　角田村では早くから米の試作に成功し、水田造成

の気運の高まっていく中、泉は組織を強化して日本

勧業銀行の融資を受け、夕張川から取水する水路を

開削したのです。

　「泉麟太郎の強いリーダーシップと先見の明は、

現在まで当土地改良区の精神として受け継がれてい

ます。また、生産される米もまだブランド等の格付

けのない時代から良食味の『角田米』として評価さ

れてきました。これは水、土とともに栽培技術の優

秀さを示すものだと思います」。泉以来10代目の塚

本理事長は第１号の伝統と自負を誇りをもって語り

ます。

　角田村杵臼土功組合と杵臼土地改良区、継立土地

地方だより

北海道第1号の伝統と誇りに輝く

塚本　昭紀栗山土地改良区　理事長

土地改良区訪問

■栗山土地改良区区域図
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改良区を合併して現在に至る栗山土地改良区は夕張

川、アノロ川流域を中心とする認可面積約3,400ha、

組合員数446名､揚水施設58ヶ所､用水路の総延長約

545㎞の概要です。

新たな方向開いた大夕張地区事業

　「土功組合時代から年々開田が進みましたが一方

では常に水不足に悩まされ、夕張川水系の土功組合

では戦前から夕張川上流にダムを築造して安定した

水の供給ができるよう国や北海道に働きかけていま

した。それが現実となったのは戦後、昭和28年着工

の国営大夕張地区総合かんがい排水事業です。これ

によって新規開田が進み、機械化による米づくりに

拍車がかかりました」。

　この事業では直轄管理ダムの大夕張ダムととも

に、暫定的な補水対策として当時北炭が所有してい

た清水沢ダムをかさ上げして農業用水を確保したほ

か、栗山・由仁土地改良区が取水する川端ダムが築

造され、併せて頭首工や幹線用水路等水利施設の新

設・改修が進められ、栗山町を含む南空知の穀倉地

帯の形成に大きな役割を果たしたのです。

　「栗山では米のほかに低地でのタマネギ生産や野

菜栽培、町村レベルでは日本一と言われる種ジャガ

イモの生産を安定させることにもつながり、今日に

地域農業の基盤づくりがなされたのです」。

　特に日の出地区を中心とする野菜作りは夕張の炭

鉱が繁栄した時代は一大供給基地の役割を果たし、

それが基盤となって、全ての炭鉱が閉山した現在も

大消費地である札幌圏へ向けて朝取り出荷の流通シ

ステムに乗って新鮮な野菜が送り出されています。

　栗山土地改良区関係の主な土地改良事業は次の通

りです。（実施中を含む）

［かんがい排水事業］

◆国営総合かんがい排水事業大夕張地区

　（昭和28年～43年）

　・頭首工（川端ダム）、栗山幹線用水路、角田幹

　　線用水路、大夕張地区維持補修事業、

　    直轄災害復旧事業

◆国営かんがい排水事業道央地区

　（昭和58年～平成16年）

　・栗山幹線用水路、角田幹線用水路

◆国営かんがい排水事業道央用水地区

　（平成７年～平成24年）

　・鳩山幹線、森幹線

◆国営附帯道営かんがい排水事業

　（昭和39年～45年）

　・栗山幹線用水路、角田幹線用水路、南学田用水

　　路、北学田第１支線水路、中里支線水路、高瀬

　　支線水路

　（平成14年～19年）

　・南学田幹線

最初の土功組合事務所

地方だより

現在の事務所
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な課題です。もちろん規模拡大はさらに進むでしょ

うし、消費者ニーズもますます多様化するでしょ

う。これまでにも減農薬栽培、有機栽培を心がけて

きましたが、安全･安心にはさらに配慮が必要と考

えています｣。

　「それと施設の老朽化に伴う機能低下にも対応し

ていかねばなりません。改修は主に道営で計画的に

進めていますが、シューパロダムに伴う新しい水の

使い方も検討しなければなりません。これは大夕張

ダム時代からの夕張川水系土地改良区連合の６土地

改良区全体で考えていかねばならない問題です。

　シューパロダムは約３万haのかんがい用水のほ

かに発電と洪水調節、上水道供給の機能を持つ多目

的ダムですが、建設中止となった追分ダムの分も補

給したり、現在は支笏湖からの水をかんがい用水と

している南長沼土地改良区への切り替え供給も行う

など地域も広く、農業と河川の共同ダムです。連合

組織の見直しを踏まえながらそれぞれの土地改良区

の将来展望を描いていかねばなりません」。

地域活性化の一翼を担って

　現在国営かんがい排水事業・道央用水（二期・三

期）で進められているシューパロダム建設は平成24

年に試験湛水が予定されています。塚本理事長の言

う多目的機能のほかに、関連して用排水路の整備が

進められ、水田の畑利用（汎用化）の進展も視野に

入れられています。

　「栗山ではイチゴや花き栽培などハウス利用の施

設園芸も広がっています。従来の米、タマネギ、種

いも、転作の小麦や大豆に加えて新しい水の使い

方、特に通年利用を考えていかねばなりません。同

時に全国の土地改良区が展開している『21 創造運

動』の一環として地域用水などを含む新たな役割へ

の対応もあります。当土地改良区が水田用水で以前

から行っている反復利用も農業そのものを守る基本

的な水利用だと思います」。

◆道営事業

　（平成７年～11年）

　・中里東（排水対策特別、特殊地域型）

◆団体営かんがい排水事業

　（昭和38年～平成12年）

　・栗山第1期・2期、栗山､南角田第1・2､継立支線

［圃場整備事業］

◆道営事業

　・栗山北部、栗山中部、栗山中部2期、南学田、中

　　里、御園

◆団体営

　・御園、共和、杵臼、杵臼中央、杵臼第3、湯地東、

　　杵臼東部、桜山西部、大井分、栗東、栗東第2

［維持管理関係］

◆かんがい施設

　・川端ダム、杵臼貯水池、継立貯水池、鳩山

　　貯水池、継立頭首工

　・排水機施設、水路

時代の変化と新たな事業への対応

　こうした基盤整備の進行は道内他地域に比べても

早いほうで、主要水利施設は昭和40年代前半に整備

されました。しかしその頃から米づくりは大きな変

革の時代を迎えます。食生活の変化から米余りが生

じ、米の生産調整、転作が始まり、一方では大型機

械導入による水田の大区画化、大規模経営が進み、

さらには消費者の健康志向傾向から安全･安心･良食

味ニーズの高まりと厳しく、目まぐるしい環境とな

りました。

　「当土地改良区の転作率は44％と、この南空知で

は低いほうです。これは栗山の米への評価が高いこ

とのひとつの表れでしょう。そうした中で組合員が

どれだけ水の価値観を維持していくかが現在の大き

地方だより
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　「こうした土地改良区の役割は地域にも広くＰＲ

するようになりました。毎年７月下旬のくりやま夏

まつりで開発局、北海道の協力のもとパネル展示や

パンフレットの配布で理解が深まっていると思いま

す。栗山町は農業、商業、工業の３つが均衡ある振

興で地域の活性化につながっていくのだと思いま

す。そこですべての生活や産業の基盤となる水や土

を守る農業の役割には大きいものがあります。土地

改良区は生産者とともにその先頭に立っていかねば

ならないという泉麟太郎以来の使命を改めて自覚す

る時にあると言えます」。塚本理事長は、単なる米

づくりから農業全体、さらには地域全体の活性化を

視野に入れて土地改良区の役割を語ります。

　「戦後の日本は経済一辺倒になり、自然が相手の

農業は効率の悪いものの代表のように見られてきま

した。しかし、食料もグローバル化が進む中、自給

率のアップが叫ばれており、きっと改めてその役割

の重要なことが見直されると思います。最近、『食

育』ということが盛んに言われますが、やはり健康

面からいっても地元で取れるものを食べることがい

いわけです。狭くは『地産地消』、広くは国産食料

の消費が理想です。　　　　

　そこから生産者が悲観的にならないで生きていけ

る道が開け、農家経済安定の見通しもつくと思うの

です。ここ栗山では農業者ばかりでなく地域全体の

連帯感のもと、先人から受け継いだ資産、環境を守

り、新しい使命に役立てていきたい」。

　北海道で最初の土功組合として創立されて以来

100年を過ぎ、新しい世紀の一歩を踏み出したばか

りの栗山土地改良区が担う使命は厳しいものがある

ようですが、塚本理事長の言葉からはそれに立ち向

かう揺るぎない決意がうかがえました。

［地区面積］3,432.88ha

［組合員］446人

［主要施設］

　◆引水・貯水施設

　　・川端ダム（堤高21.4m､堤長280m､有効貯水量

　　　　　　　　1,003千m3）

　　・杵臼貯水池（堤高17.4m､堤長120m､有効貯水

　　　　　　　　　量279.0千m3）

　　・継立貯水池（堤高12.7m､堤長82m､有効貯水

　　　　　　　　　量211.0千m3）　　

　　・鳩山貯水池（堤高6.4m､堤長135m､有効貯水

　　　　　　　　　量60.0千m3）　　 　

　　・継立頭首工（ゲート高0.95m､ゲート長15.0m）

　◆揚水機施設

　　・主水施設＝42ヶ所

　　・補水施設＝16ヶ所

　◆水路（幹線用水路）

　　・国営造成施設

　　　　水路延長＝26,710ｍ

　　　　川端ダム導水施設＝１

　　　　サイフォン＝13ヶ所、5,283ｍ

　　　　隧道＝５ヶ所、1,855ｍ

　　　　暗渠工＝１ヶ所、28ｍ

　　　　その他主要工作物＝18ヶ所

　　・道営造成施設

　　　　水路延長＝11,870ｍ

　　　　サイフォン工＝３ヶ所、1,010ｍ

　　・支線用水路

　　　　水路延長＝506,000ｍ（水路装工分）

［取材：広報部］川端ダム

栗山土地改良区の概要

（平成16年9月現在）

地方だより
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平成17年度

空知中央地域現地研修会（後期）報告

現地研修会報告

　現地研修会（後期）が実施された平成17年10月28日

（金曜日）は、好天にも恵まれて比較的暖かく現場見

学にはふさわしい日和でした。当日の研修テ－マは

「空知中央地域における農業農村整備事業」という内

容であり、研修場所は空知中央地区（岩見沢市、美唄

市）でした。

　研修コ－スとスケジュ－ルは以下の通りです。

NDビル前　9：00出発

→ 光珠内調整池見学　10：00～

→ 北海幹線東町工区現場見学　11：00～

昼食・講話　12：00～

→ 岩見沢幹線地域用水環境整備見学　14：00～

NDビル前　16：00

①.光珠内調整池

　最初の見学地は美唄市にある光珠内調整池で、到

着後に施設の概要説明が行われました。その内容

は、北海幹線用水路のほぼ中央に位置していること

や、設置目的が深水期や代掻き期の水源不足時期

に、補う不足水量を貯留するのが目的であること等

でした。ただ多少驚きだったのは、現在はまだ河川

協議中であり未供用だという点です。

　説明の後には、普段余り入る機会のない管理棟内

へと案内していただき、参加者達は操作室内の様子

を写真撮影したり大型モニタ－の様子を熱心に見学

しておりました。

②.北海幹線東町工区

　次の見学地の北海幹線用水路工事東町工区は、岩

見沢市内の積水工業樹脂工場に近接した施工中の区

間でした。

　工事概要は開水路工（B=9.90m、H=1.90m）、施工延

長L=1,174.21mであり、見学当日は既設水路取壊しや

掘削作業を行っている最中でした。始めに工事担当

者からも説明がありましたが、樹脂工場に近いこと

から防塵対策には充分に配慮しているとのことでし

た。防塵ネットを張り巡らしたり、工事用道路の敷

鉄板下にも防塵シ－トを敷設している点は、周辺に

■　熊谷　　肇
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現地研修会報告

配慮した仮設工の例を見ることができて勉強になり

ました。

　ちょっと残念だったのはアブラムシの大群に襲わ

れて長居が出来なかったことと、さらに進捗した段

階で、水路本体工工事の作業も見たかったことで

す。

③.岩見沢幹線地域用水環境整備地

　東町工区の見学後は岩見沢市内のホテルに移動し

て昼食をとり、その後で岩見沢農業事務所の福島所

長と、北海土地改良区水土里ネット推進室の高柳係

長による講話を拝聴しました。

　高柳係長のお話では、農業用水利施設を活用した

空知中央地区関係市町村の様々な交流活動が紹介さ

れました。その活動内容は各地域それぞれに特色を

持ったものであり、紹介された状況写真からは参加

された方達や子供達の生き生きとした表情が伝わっ

てきました。

　研修コ－スの最後となったのは、用水路のパイプ

ライン化によって生まれる敷地の利用計画につい

て、住民参加型のワ－クショプにより策定した実施

例である岩見沢幹線地域の見学でした。こちらは私

も開水路であった当時には用水路周辺を踏査して歩

いたこともある場所ですが、整備完了後に訪れたの

は初めてでした。

　整備された現地では、既設用水路に用いられてい

たコンクリ－ト蓋等の有材を有効利用している状況

が良くわかり、それらが周辺環境ともマッチしてお

りました。特に住宅地内で色付いたイチョウやモミ

ジの木が非常に良く映えているのが印象に残りまし

た。

　今回の研修会見学場所は比較的馴染みの深い地区

であり、又施工期間の真っ最中で施工業者や工事発

注者からの問合せが殺到している時期とも重なった

ため、正直参加については少々ちゅうちょしており

ました。しかしながら参加してあらためて説明やお

話を聞き、その上で現地を視察してみると水利施設

についても、日頃は機能や経済性を重視して設計を

行っていますが、周辺地域との共存や景観考慮の重

要性についての認識がさらに深まりました。

　又、施設周辺を地域活動に利活用することなどを

考慮に含めると、農業水利施設にもいろいろな可能

性が加わるように思いました。そのような再認識が

できたことからも非常に有意義な機会であったと言

えるでしょうし、今後もこのような研修会に参加し

て、自身が携わった以外の多くの現場を見ることも

重要であると実感いたしました。

［北王コンサルタント株式会社　札幌支社］
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　空知中央地域現地研修会（後期）は、平成17年10月

28日に行われました。

　当日は天気にも恵まれ、絶好の現地調査日和の

中、総勢28名で出発しました。研修コースは以下の

通りでした。

《研修コース》

① 光 珠 内 貯 水 池

↓

② 北 海 幹 線 用 水 路 工 事 現 場

↓

③ 昼 食 ・ 講 和

↓

④岩見沢幹線地域用水環境整備地

■光珠内貯水池

　最初の見学場所となった光珠内調整池は、北海幹

線用水路のほぼ中央に位置し、代掻き及び深水期の

水源が不足する時期に向けて、豊水期である時期に

1,520千m3を貯留して不足量を補うとともに、北海幹

線用水路における施設規模の抑制も果たしていると

のことでした。

　本貯水池は、掘込式の貯水池で、斜面部に波浪侵食

による護岸が施されているが、地質、地層の条件から

特別な止水処理は特に行われていないとの事でした。

　次に、本貯水池におけるコスト縮減策について説

明を受けました。

・取水塔や斜樋などの取水施設を設けずに、水路

形式で北海幹線の調整水槽（ポンプの給水層と共

用）に送水していること。

・調整水槽を支線用水路の分水工の機能を付加し

ている。またポンプ場の上屋を管理施設として

共用している。

　構造設計上の様々な工夫や努力によって合理的な

施設となっていると感じた。しかし、見た目の構造

からは分からない部分であり、現地での説明は興味

深い話でした。

■北海幹線岩見沢東町工区の見学

　次の現地見学は、北海幹線岩見沢市街の工事現場

でした。現地見学時は、既設水路を取り壊している

ところでした。計画においては、敷幅約10m、壁高

約2mの開水路となる場所とのこと。

　工事に際しては市街地に隣接した工区であるた

め、防塵シート及びネットを設置している。また、

振動や騒音に対する調査や家屋調査等を行い周辺住

民等からの苦情がないように細心の注意を払って施

行しているとのこと。（聞いただけで胃が痛くなりそ

うな感じがしたのはボクだけでしょうか。）

　午後は、地域用水の取組み事例について岩見沢農

業事務所と北海土地改良区の方々からの講和と現地

見学が行われました。

■　白木　　剛

▲北海幹線工事状況

▲光珠内貯水池の前景
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■岩見沢幹線用水路敷地整備について

　推進工法による管水路化によって生まれた地上部

の新たな空間の整備方法を現地見学も交えて講和を

受けました。その内容は、今後密接に関わりあって

いく地域住民とのワークショップにより地域計画を

策定するものであった。

　完成した施設は、住宅地の裏庭という感じで、

スーツ着たおじさんたちがゾロゾロ歩くような雰囲

気ではなかったので、早々に見学を終えました。整

備内容としては維持管理等の面から非常にシンプル

なもので、散歩道や子供たちの遊び場になるなど、

地域住民の意向にそつた有意義な空間となっていま

した。

■地域用水事業の取組みについて

　地区内の地域用水事業は、開発局、支庁、関係市

町村、関係土地改良区、土地連、JA、学識者で構成

された「空知中央地区　地域用水対策協議会」と、役

場、農業関係機関及び支線組合、地域住民で構成さ

れる自治会、町内連合会や消防本部等からなる「空知

野うるおい創造委員会」との連携を図りながら事業を

進められている。

　しかし、これら協議会や委員会は、後方支援が主

な役割で、主体的な活動は町や集落等が地域色の濃

い活動を積極的に活動していた。昨年度は協議会が

支援協力した北村での取組みが、平成16年度　全国

「田んぼの学校」企画コンテストに道内で唯一入賞

し、その取組みがが評価されています。

■岩見沢市役所東山公園の整備

　先に視察した岩見沢幹線で早々に引き上げた事も

あり、予定外でしたが同様の整備を行っている岩見

沢市役所の東山親水公園を、事務所のご好意で見学

することができました。

　この親水公園は、道営水環境整備事業によって北

海幹線用水路を地下埋設（ボックス型）とし、その上

部を親水公園として整備したもので、せせらぎ水路

や噴水等が整備されていました。（ちなみに親水施設

は衛生面から水道水を利用しているとの事）

■研修を終えて

　岩見沢農業事務所の方からの講和の中で、「現場に

足を運んでほしい」とのお話がありましたが、最近は

机上の業務に追われ現場に行く機会が非常に少なく

なったと実感します。

　本研修では、現地で施設を見ながら地域での工事

や事業における取組み方や工夫・努力等の説明を受

けたので、非常に勉強になりました。

　今後の出張の際には、多少?の寄り道も大目に見ても

らい、より多くの現場を見て歩きたいと考えています。

以上

　余談ではありますが、全国水土里ネットホーム

ページにおける疎水（水路造りや水路網の総称）百選

において、北海幹線用水路が全国で第4位に選ばれて

います。ぜひご覧になってください。

（全国水土里ネット　www.inakajin.or.jp）

［北海道農業土木コンサルタント］

▲岩見沢幹線の地上部の状況

▲東山公園親水公園
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　ＯＢになられた諸氏にとって「悪夢のようだったコ

ンピュータ操作」と縁がきれて喜んでいる人が多いこ

とでしょう。

　その反面、ひょんなことから、また「コンピュータ

と濃密なお付き合い」を再開しなければならなくなっ

たトホホな人間の顛末を聞いてやってください。

　ご存知のように「ＣＧ」とは、コンピュータ・グラ

フィックスの略です。

　平成15年、ＯＢになると同時に「ＮＰＯ北海道田園

生態系保全機構（以下、機構と表記します）」からの要

請があり事務局メンバーに加わりました。イベント

を受け持つ事業部会へ配置とのこと。

　で…機構の某先輩から年2回発行している野外活動

（自然観察会及び田んぼの学校）の「壁新聞」作成担当を

言い渡され、まるで催眠術にでも罹ったように頷いて

しまいました～これがどんな結果をもたらすのか考え

が至っていなかったのは、当然のことであります。

　いままでの壁新聞は、通常のフィルムカメラから

印画紙に現像したもの（銀塩写真）を加工して台紙に

貼り付けると言う、いわば家内手工業タイプのもの

であります。

　一方、平成13・14年頃からデジタルカメラ、いわ

ゆる「デジカメ」が一般向けに普及し、機構事務局に

もデジカメ画像が集積されるようになりました。加

えて、パソコンの性能向上（とくにＣＰＵの速度向

上、メモリの大規模化）、手頃な価格の画像処理、あ

るいはフリーソフトも登場するようになりました。

　このような状況ですから「デジカメ画像～パソコン

ソフトによる壁新聞の作成」は、自然な流れなので

しょう。しかし、若手といっても50才代後半の機構

事務局員にとって、パソコンによる画像処理作業は

「加速しつつある減少脳細胞との闘い・生物学的限界

への挑戦」と言っても過言ではありません～ホント。

　まず「画像処理ソフトの選択」から始まります。選

択の条件はただ一つ「操作が容易であること」です～

当然「処理時間が遅い」「メモリ容量を多く必要とす

る」など性能、精度に関する条件は犠牲になります。

　因みに「操作が容易」ということは、直感的、簡単

な作業で、かつ分かり易い説明が（できれば大きめの

文字が希望！）付属していることです。「市販ソフト

は高くて性能が良い～操作が難しいそう…×」、「（カ

メラ・プリンターの）おまけソフトは性能そこそこ～

説明書が難解そう…×」、そこでインターネットのフ

リーソフト（その名のとおり無料ソフトです）を検索

したところ、「中学生程度」のレベルで利用可能なソ

フトを見つけだしました。「ピクシア（Pixia）」という

画像処理ソフトです。また、問題の操作について

は、ピクシア・ソフトの「ファンクラブ」が懇切丁寧

に解説（ビギナー向けに）してくれることがなにより

です。まあ、性能の面では市販品に敵いませんが、

クラブ員により次々に「オプション・ソフト」や「ツー

ル」を開発、提供されることにも好感がもてます。

　このソフトで「壁新聞作成」のためのほとんどの画

像処理が可能ですが、一次（前）処理にはさらに軽便

なソフトを兼用することにしました～いずれもフ

リーソフトです。

① IrfanView

画像ビューアーソフト～軽快な画像閲覧ソフト・リ

サイズ、切り出し、画像圧縮処理に適しています。

②ViX

総合画像ビューアー～画像一覧、アルバム作成に

適しています。縮小画像機能がオプションされて

いないwin98では不可欠なソフト。

③ Jtrim（ジェイトリム）

画像加工～もっぱら画像傾き修正用・目視確認し

ながら傾き補正ができるので気に入っています。

60 才からの CG 壁新聞作り・奮戦記

大山  敏明
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Ex:①、②は、画像処理フリーソフトの人気１

位、２位を占めているそうです。

　なにやらマニアックな話しが多くなったので、パ

ソコンに違和感がある人は、そろそろこの辺で

「フェード状態」になっていると思います。ここで実

際「どのように使うのか」と、実用的な話題に振って

説明をしましょう。

　コンピュータ用語で、画像を重ね合わせる「階層」を

レイヤと呼びますが、単に重ねると左図のようになり

ます～銀塩写真を切り貼りする「伝統的職人芸」にも例

えることができますね…。この壁新聞作りに求められ

るのは右図のような絵柄です(透過型と言うようです

が)、好きなところに「写真」「絵」「文字」を＜レイヤ＞と

して重ね合わせることで完成させるのです。言わなく

てもおわかりでしょうが…（と言いつつ、さりげなく

念を押す）なにがすごいかと言うと「背景を持つ合成画

像」が得られるところです。これがＣＧ～コンピュー

タ・グラフィックスの基本なのです。

　使用画像の「ピック・アップ」「縮小」「切り出し」あ

るいは「傾き修正」などを、①～③のソフトで前処理

し、壁新聞仕立ては最初に紹介した「ピクシア・ソフ

ト」で作業を進めます。

＜透明化処理＞

　「紙に描いた文字や絵」普通、私たちの頭の中では

下地の紙は無色と思い込んでいます。グラフィック

スを扱う場合、これは間違い～特別（カラー紙）なも

の以外、＜白色＞なのです←ここが大事。

　図示したカニさんの「周囲を透明化」というのは、ピ

クシア・ソフトの「消しゴム・ツール」を利用し、この

白色の下地を透過処理（透明化）したものなのです。

　この操作によって、着色した以外の部分が透けた

状態になります。したがって、海の写真と重ね合わ

せると背景が現れるのです～「合成成功！」の画像。

　

＜階層を重ねることによる不透明化＞

　身近なもので例えると「セロファン紙」や「ガラス

板」、はじめ透明でも数十枚重ねるとだんだん下が見

えにくくなります。

　しかしＣＧの良いところ「いくら重ねても透明度は

そのまま」なのです。機構の壁新聞ですと写真・絵・

文字で都合「60～70階層」程度のものになりますが、

まったく問題はありません～ＣＧでは階層数に制限

はありません。

　なお、通常の画像処理では階層数は心配せずに作

業を進められるようです～限界があるとすればメモ

リ容量、あるいはパソコンの処理速度でしょう。

　コンサルタント的には「航空写真＋各種データ」を

重ね合わせた「施設管理図」などで、このCGを利用し

ています～もっともここで説明するような安直なも

のではありません…お足を頂戴している関係上、こ

の部分はとくに強調させていただきます。

　再び話題が混濁してきましたので、若干、機構の

ＰＲをして文の結びにします。

　「観察会及び田んぼの学校」のCGによる壁新聞作

り、平成1５年秋からはじめて今年（平成17年）秋で５

作目となります。土地改良設計技術協会や葉月会事

務室に過去を含めた壁新聞が掲示してあります。改

めて「ＣＧで作られた」と言う視点で観賞していただ

ければ幸いです～文末に最新作を掲載します。

　なお、機構事業部会では随時［壁新聞作成クルー］

を募集しておりますので、興味のある方、機構事務

局まで連絡をお願いします。

［NPO北海道田園生態系保全機構事務局＋冨洋設計（株）北海道支社長］

　合成失敗　　　　　→　　→　　→　　　合成成功！

　　　　周囲を透明化
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１．目的

■農業農村整備に携わる技術者にとって、発注者及

び受注者責任を明確に果たしていく必要がありま

す。その前提として、技術力の維持・向上が不可欠

です。

　平成17年4月に品質確保法が施行され、公共工事

及び設計等の品質確保、発注者の責務の明確化等が

規定されました。

■技術の急速な進歩と経済活動のグローバル化が進

む中で、学校教育から社会人教育にわたる一貫した

技術者継続教育の制度化が各分野で進んでいます。

　平成12年11月に国際的な技術者相互承認制度と

してAPECエンジニア登録が開始されたことや、平

成17年6月にJABEEがワシントン・アコードに加

盟したこと等により、技術や教育の交易・国際化の

進展が期待されます。

■建設系の11学協会で構成するCPD協議会は、プ

ログラムを共有し、その情報検索・閲覧システムを

開始すると同時に、単位の相互承認に向けた取り組

みが進められています。

■これらの時代の要請に対応するため、既に平成１４

年に、農業土木分野として農業土木技術者継続教育機

構（CPD制度）を発足させ活動しています。農業農村

整備の多様化、技術領域の拡大、新たな国際化時代を

担う技術者の育成のため、技術者の日常の研鑚を評価

し、また支援していくことを目的としています。それ

らを実施するため、農業土木技術者を擁する関係機

関・団体等が連携して、農業土木技術者継続教育機構

を第三者機関として設立したものです。

２．会員対象となる団体等及び技術者

　この制度の対象は、「農業農村整備に携わる団体

等及び技術者」です。北海道全体で、約750団体等・

6000人を対象としています。

　○行政機関：北海道開発局、北海道、市町村

　○教育機関：大学・高校、独立行政法人

　○団　　体：土地改良事業団体連合会、土地改良

　　　　　　   区、農業協同組合、機構、公社、公

　　　　　　   益法人

　○民 間 等：建設業、コンサルタント、資材関連、

　　　　　　   個人

３．制度の概要

■この制度は、技術者の技術力向上を支援するた

め、次の４項目の業務を行います。　

①継続教育プログラムの評価・認定

②継続教育プログラムの情報提供・支援

③継続教育の記録及び管理

④継続教育記録の証明

■この支援により、個人のみならず、各機関におけ

る組織としての技術力の向上を計画的に進めること

ができます。

農業土木技術者継続教育（CPD）制度の概要

―農業土木技術者の多岐にわたる技術力の効果的な研鑽を支援するために―
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４．本制度の活用方法

■民間企業（建設業や設計コンサルタント）などの

受注機関における技術力の評価・証明

○今後の業務では技術力の評価が重視されることが

予想され、従来の資格、実務経験に加え、日頃の技

術研鑽の取組状況を評価項目に加えるようになって

きています。

　JACICは、平成17年4月からCORINS の技術者

の登録データに、建設系CPD 協議会傘下の継続教

育記録が追加されました。

○技術者個人や組織としての計画的な技術力向上対

策を図ることができます。

■発注機関における技術力の評価・証明

○どのような技術力を有する技術者が業務を担って

いるかを対外的に評価・証明する必要が予想されて

いますが、これへの活用が考えられます。

○技術者個人や組織としての計画的な技術力向上対

策を図ることができます。

○技術的な業務の研鑽と継続教育の実績を活用する

ことができます。

５．入会

■個人会員：次ページの申込用紙、またホームペー

ジに掲載されている申込様式に必要事項を記入の

上、機構（本部）までお申し込みください。後日、

会員証を送付します。

・会費　　年会費2,500円　　入会金1,000

　30名以上の場合、人数に応じた団体割引制度　が

あります。

・平成18年1月末現在の入会者

        北海道　1,323 名　　　　　全国　7,654 名

■特別会員：農業農村整備に携わる技術者を対象と

して研修等を実施している機関は、この運営に主体

的に参加頂いています。開発局、社団、財団、民間

等が入会しています。

・平成18年1月末現在の入会者

        北海道　14　団体　　全国　107　団体

６．継続教育記録の登録

（1）本機構が認定したプログラム（講習会等）        　

　への参加

           ↓

　　自動登録

（2）認定プログラム以外の継続教育（自己記録）

           ↓

　　記録ノートをホームページからダウンロード

           ↓

　　継続教育記録を入力

           ↓

　　次年度4月に機構（本部）事務局にデータで送付
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内　　　　　　　　　　　　容

平成17年

年月日 行　　　事　　　名

協会事業メモ

参加者：28名

｢GIS・R/Sの最新の動向｣､参加者：63名

（於：ＮＤビル会議室）

参加者：24名

 ｢デザイン･クリエイション社のCALS/ECへの取り組み」

参加者：21名（於：ＮＤビル会議室）

｢GISを活用した施設管理のあり方」

参加者：18名（於：ＮＤビル会議室）

 出展「北の農村フォトコンテスト」作品展

講演1.「最近の農業農村整備を巡る諸情勢」

講演2.「よみがえるか！北海道」

参加者：168名（於：ＫＫＲ札幌）

協会活動について、その他

（於：京王プラザホテル札幌）

参加者：102名（於：京王プラザホテル札幌）

秋季ＧＫ会

第２回技術検討討論会

空知中央地域現地研修会（後期)

ＣＡＤ技術説明会

施設管理検討会

北海道フォトコンベンション2005

第２回土地改良研修会

理事会（平成17年度第3回）

平成18年 新年交礼会

10. 3

10.6～7

10.28

11.18

11.28

12.16～18

1.27

平成18年
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編集後記

　「技術協」第75号をお届けいたします。

　今回も大変お忙しい中、多くの方々に有益な稿をいただき、誠に有り

難うございました。

　北海道の農業・農村は、食料基地としての大きな役割を担う一方で、

農業・農村がもつ特有の自然や景観などの魅力の創出をはじめ、「都市と

農村」、「農家と住民」の有機的交流による安全・安心な農作物の供給や、

大人も子供も一緒となった食育教育のフィールドとして大いに期待され

ています。

　余談となりますが、冬期オリンピックはフィギュアスケートの荒川静

香さんの金メダルで湧き、幕を閉じましたが、一方でカーリングの新た

な魅力も見い出されました。

　本誌が、旬な話題の提供・交換の場となるよう、今後とも、本協会の

広報部会活動に対してご支援とご協力をお願い申し上げます。

広報部会

広報部会委員　明田川洪志・立花松夫・小野紀昭・寺地明夫

　　　　　　　　林　嘉章・高尾英男・宮本治英　

※本雑誌は自然保護のため再生紙を使用しています。
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